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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本 機械工業 連合会 (JMF) から， ェ 
業 標準 原案 を 具して 日本工業規格 を 制定す べきとの 申出が あり， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 厚生 
労働大臣 及び 経済 産業 大臣が 制定 した 日 本 工業規格 であ る 。 

制定に 当たって は， 日本工業規格と 国際規格との 対比， 国際規格に 一致した 日本工業規格の 作成 及び 日 
本 工業規格 を 基礎に した 国際規格 原案の 提案 を 容易に する ために， ISO 12100-1:2003, Safety of machinery 
― Basic concepts, general principles for design ― Part 1 : Basic terminology, methodology ^ 港 礎 として 月 : J いた。 
m B 9700-1 に は， 次に 示す 附属 書が ある。 

附属 書 A (参考） 機械の 構成 図 
JIS B 9700 の 規格 群に は， 次に 示す 部 編成が ある。 

JISB 9700-1 機械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 第 1 部： 基本 用語， 方法論 
JIS B 9700-2 機械 類の 安全性 一 設計の た め の 基本概念， 一般 原則 一 ^ 2 部 ： 技術 原則 

機械 類の 安全性 規格 群 は， 次の 規格 体系で 構成され る。 この 規格 は タイプ A 規格で ある。 

タイプ A 規格 （基本 安全 規格） 一す ベての 機械 類に 適用で きる 基本概念， 設計 原則 及び 一般的 側面 を規 

定 する 規格 

タイプ B 規格 （グループ 安全 規格） —広範な 機械 類に 適用で きる 安全 面 又は 安全 防護 物 を 規定す る 規格 
タイプ B1 規格 一 特定の 安全 面 （例えば， 安全 距離， 表面 温度， 騒音） に関する 規格 
タイプ B2 規格— 安全 防護 物 （例えば， 両手 操作 制御装置， インター ロック 装置， 圧力 検知 装置， ガー 
ド） に関する 規格 

タイプ C 規格 （個別 機械 安全 規格） 一個々 の 機械 又は 機械 群の 詳細な 安全 要求 事項 を 規定す る 規格 
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日本工業規格 JIS 

B 9700-1 :2oo4 

(ISO 12100-1 ： 2003) 

機械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 

第 1 部： 基本 用語， 方法論 

Safety of machinery "Basic concepts, general principles for design — 
Part 1 : Basic terminology, methodology 

序文 こ の 規格 は， 2003 年に 第 1 版と して 発行され た ISO 12100-1:2003, Safety of machinery -Basic concepts, 
general principles for design -Part 1: Basic terminology, methodology を 翻訳し， 技術的 内容 及び 規格 票の 様式 

を 変更す る ことなく 作成した 日本工業規格 である。 

なお， この 規格で 点線の 下線 を 施して ある "参考" は， 原 国際規格に はない 事項で ある。 

JIS B 9700 の 基本的な 目的 は， 設計者が 意図す る 使用に 対して 安全で ある 機械 を 製作す る こ と を 可能と 

する ための， 全般的な 枠組み 及び 指針 を 提供す る ことで ある。 また 規格 を 作成す る 人に 対して は 方法論 を 

提供す る ものである。 

機械 類の 安全性の 概念 は， 機械 類の ライフサイクルの 間， リスクが 適切に 低減され た 状態で 意図す る 機 
能 を果す 機械の 能力で ある。 

タイプ C 規格が こ の 規格の 第 2 部 又は タイプ B 規格で 規定 している 条項 か ら 逸脱して いる 場合 は， 夕 ィ 
プ C 規格が 優先す る。 

1. 適用 範囲 

この 規格 は， 機械 類の 設計に おいて 安全性 を 達成 するとき に 適用され る 基本 用語 及び 方法論に ついて 規 
定 する。 

また， この 規格 は， 設計者が 使用す る こと を 意図して いる。 
なお， この 規格 は 飼育 動物， 財産 又は 環境に 対する 損害 は 取り扱わない。 
備考 この 規格の 対応 国際規格 を， 次に 示す。 

なお， 対応の 程度 を 表す 記号 は， ISO/IEC Guide 21 に 基づき， IDT (一致して いる）， MOD (修 
正して いる）， NEQ (同等で ない） とする。 

ISO 12100-1:2003, Safety of machinery— Basic concepts, general principles for design— Part 1: Basic 
terminology, methodology (IDT) 

2. 引用 規格 

次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す る。 これらの 
引用 規格のう ちで， 発行 年 又は 発効 年 を 付記して ある もの は， 記載の 年の 版 だけが この 規格の 規定 を 構成 
する ものであって， その後の 改正 版 • 追 補に は 適用し ない。 発行 年 又は 発効 年 を 付記して いない 引用 規格 
は， その 最新 版 （追 補 を 含む。） を 適用す る。 

JIS B 9700-2:2004 機械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 第 2 部 ： 技術 原則 
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備考 ISO 12100-2:2003, Safety of machinery — Basic concepts, general principles for design — Part 2: 
Technical principles 力、 この 規格 ど 一致して いる。 
JISB 9702:2000 機械 類の 安全性 一 リスク アセスメントの 原則 

備考 ISO 14121:1999, Safety of machinery— Principles of risk assessment 力、 この 規格と 一致して い 

る。 

JISB9703 機械 類の 安全性 一 非常 停止— 設計 原則 

備考 ISO 13850， Safety of machinery ― Emergency stop — Principles for design が， こ の 規格 と 一致 し 

ている。 

JIS B 9704-2 機械 類の 安全性 一 電気 的検知 保護 設備 一 第 2 部 ： 能動的 光電 保護 装置 を 使う 設備に 対 

する 要求 事項 

備% 1EC 61496-2, Safety of machinery ― Electro-sensitive protective equipment ― Part 2: Particular 
requirements for equipment using active opto-electronic protective devices (AOPDs) 力 乞 し の 規格 と 

一致して いる。 

JIS B 9960-1:1999 機械 類の 安全性 一 機械の 電気装置 一 第 1 部 ： 一般 要求 事項 

備考 IEC 60204-1:1997, Safety of machinery ― Electrical equipment of machines ― Part I: General 
requirements か ら の 引用 事項 は， こ の 規格の 該当 事項 と 同等で ある。 
ISu 11689， Acoustics — Procedure Tor the comparison oi noise-emission data ior machmerv and equipment 
ISO 13851, Safety of machinery — Two-hand control devices 一 Functional aspects and design principles 
ISO 14118:2000， Safety of machinery ― Prevention ot unexpected start-up 

ISO 14119， Safety of machinery 一 Interlocking devices associated with guards 一 Principles for design and 
selection 

ISO 14120， Safety of machinery ― Guards ― General requirements for the design and construction of fixed and 
movable guards 

3. 用語 及び 定義 

この 規格で 用いる 用語 及び 定義 は， 次に よる。 
3.1 機械 類 （Machinery), 機械 （Machine) 

連結され た 部品 又は 構成 品の 組合せで， そのうちの 少なくとも 一つ は 適切な 機械 ァ クチ ユエ 一夕， 制御 
及び 動力 回路 を 備えて 動く ものであって， 特に 材料の 加工， 処理， 移動 及び こん （梱） 包と いった 特定の 
用途に 合うよう に 結合され たもの。 また， "機械 類" 及び" 機械" という 用語 は， 全く 同一の 目的 を 達成す 
るた めに 完全な 統一 体 として 機能す るよう に 配列 さ れ， 制御 される 複数の 機械の 集合体 に対して も 用いる。 

備考 附属 書 A (参考） に 一般的 概念 を 表す 構成 図 を 示す。 
3.2 信頼性 （機械の） [Reliability (of a machine) ] 

機械， 構成 品 又は 設備が 指定の 条件の もとで， ある 定められた 期間に わたって 故障せ ずに 要求され る 機 
能 を 果たす 能力。 

3.3 保全 性 （機械の） [Maintainability (of a machine) ] 

"意図す る 使用" の 条件 下で， 機能 を 果たす ことので きる 状態に 機械 を 維持で きる 力、， 又は 指定の 方法 
で， 指定の 手段 を 用いて 必要な 作業 （保全） を 行う ことにより， 機能 を 果たす ことので きる 状態に 機械 を 
復帰させる ことができる 能力。 
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3.4 使用 性 （機械の） [Usability (of a machine) ] 

機械の 機能 を 容易に 理解で き る こと を 可能に する 特質 又は 特性 等に よっても た ら される， 容易に 使用で 
きる 機械の 能力。 
3.5 危害 （Harm) 

身体 的 傷害 又は 健康 障害。 
3.6 危険 源 （Hazard) 

危害 を 引き起こす 潜在的 根源。 

備考 1. "危険 源" という 用語 は， その 発生 源 (例えば, 機械的 危険 源, 電気 的 危険 源) を 明確に し， 
又は 潜在的な 危害 （例えば， 感電の 危険 源， 切断の 危険 源， 毒性に よる 危険 源， 火災に よる 
危険 源） の 性質 を 明確に する ために 適切で ある。 
2. この 定義に おいて， 危険 源 は， 次 を 想定して いる。 

― 機械の "意図す る 使用" の 期間 中， 恒久的に 存在す る もの （例えば， 危険な 動き をす る 要 

素の 運動， 溶接工 程 中の 電弧， 不健康な 姿勢， 騒音 放射， 高温） 又は 
一 予期せ ずに 現れ 得る もの （例えば， 爆発， 意図し ない 及び 予期し ない 起動の 結果と しての 
押しつ ぶしの 危険 源， 破損の 結果と しての 放出， 加速度 又は 減速 度の 結果と しての 落下） 

参考- …つ f 二. 匚 l^z^iL え 険 丄ヒぅ 二—— 

3.7 関連 危険 源 (Relevant hazard) 

機械に 存在し， 又は 機械に 関連して 存在す ると 同定され る 危険 源。 

備考 関連 危険 源 は， JISB9702 に 規定す る プロセスの 一つの 段階の 結果と して 同定され る。 
3.8 重要な 危険 源 （Significant hazard) 

リスク アセスメント によ つて 関連が あ る ものと して 同定され， かつ リスク を 除去 又は 低減す るた め に， 
設計者に よる 所定の 行動 を 必要と する 危険 源。 
3.9 危険 状態 （Hazardous situation) 

人が 少なく とも 一つの 危険 源に 暴露され る 状況。 暴露され る こと 力、 直ちに 又は 長期 間に わたり 危害 を 
引き起こす 可能性が ある。 
3.10 尼険 区域 (Hazard zone, Danger zone) 

人が 危険 源に 暴露され る よ うな 機械 類の 内部 及び Z 又は 機械 類 周辺の 空間。 

3.11 リスク （Risk) 

危害の 発生 確率と 危害の ひど さの 組合せ。 
3.12 残留 リスク （Residual risk) 

保護 方策 を 講じた 後に 残る リスク （図 1 参照)。 
備考 この 規格 は 次のように 区別す る。 

一 設計者が 保護 方策 を 講じた 後の 残留 リスク 
一 全ての 保護 方策 を 実施した 後の 残留 リスク 
3.13 リスク アセスメント （Risk assessment) 

リスク 分析 及び リ ス クの 評価 を 含む 全て の プロセス。 
3.14 リスク 分析 (Risk analysis) 

機械の 制限に 関する 仕様， 危険 源の 同定 及び リスク 見積りの 組合せ。 
3.15 リスク 見積り （Risk estimation) 

起こ り 得る 危害の ひど さ 及び その 発生 確率 を 明確に する こ と。 
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3.16 リスクの 評価 （Risk evaluation) 

リ ス ク 分析に 基づき， リ ス ク 低減 目標 を 達成した か ど う か を 判断す る こと。 
3.17 適切な リスク 低減 （Adequate risk reduction) 

現在の 技術 レベル を 考慮した うえで， 少なく とも 法的 要求 事項に 従った リスクの 低減。 
備考 いつ 適切な リ スク 低減が 達成され たかを 決める ための 基準 を 5.5 に 示す。 
3.18 保護 方 策 (Protective measure) 

リスク 低減 を 達成す る こ と を 意図した 方策。 
次に よって 実行され る （図 1 參 照)。 
一 設計者に よる 方策 （本質的 安全 設計 方策， 安全 防護 及び 付加 保護 方策， 使用 上の 情報） 及び 
一 使用者に よる 方策 [組織 （安全 作業 手順， 監督， 作業 許可 システム）， 追加 安全 防護 物の 準備 及び 使用， 

保護 具の 使用， 訓練] 
3,19 本 的 安 王 設計 方 ま (inherently safe design measure) 

ガード 又は 保護 装置 を 使用し ないで， 機械の 設計 又は 運転 特性 を 変更す る ことによって， 危険 源 を 除去 
する 又 は 危険 源 に 関連す る リスク を 低減す る 保護 方策。 

備考 JIS B 9700-2:2004 の 4. は 本質的 安全 設計 方策に よる リスク の 低減 を 扱う。 
3.20 安全 防護 （Safeguarding) 

本質的 安全 設計 方策に よって 合理的に 除去で きない 危険 源， 又は 十分に 低減で きない リスクから 人 を 保 
護す るた めの 安全 防護 物の 使用に よる 保護 方策。 

備考 JIS B 9700-2:2004 の 5. は 安全 防護 を 扱う。 
3.21 使用 上の 情報 （Information for use) 

使用者に 情報 を 伝える ための 伝達 手段 （例えば， 文章， 語句， 標識， 信号， 記号， 図形） を 個別に， 又 
は 組み合わせて 使用す る 保護 方策。 

備考 JIS B 9700-2:2004 の 6. は 使用 上の 情報 を 扱う 。 
3.22 機械の "意図す る 使用" （Intended use of a machine) 

使用 上の 指示 事項の 中に 提供され た 情報に 基づ く 機械の 使用。 
3.23 合理的に 予見 可能な 誤 使用 （Reasonably foreseeable misuse) 

設計者が 意図して いない 使用法で， 容易に 予測で きる 人間の 挙動から 生じる 機械の 使用。 
3.24 安全 防護 物 （Safeguard) 

ガー ド 又は 保護 装置。 
3.25 ガード （Guard) 

保護す るた め に 機械の 一部 と して 設計され た 物理的な バ リ ァ。 
備考 1. ガード は， 次のように 機能す る。 

一 単独の 場合： 可動 式 ガードで は" 閉じた 状態" のとき だけ 有効で あり， 固定 式 ガードで は 

"確実に 取り付けられ ている 状態" のとき だけ 有効で ある。 
一 ガー ド 施錠 式 又は 施錠な しの インター ロッ ク 装置と 組み合わせる 場合 ： ガー ドの 位置に よ 
らず， 保護が 確実に される。 

2. ガード は その 設計に よって， 例えば， ケー シン グ， シールド， カバー， スクリーン， ドア， 
囲い ガードと 呼ばれる 場合が ある。 

3. ガー ドの 種類 及び その 要求^ 項 は， JIS B 9700-2:2004 の 5.3.2 及び ISO 14120 を 参照。 
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3.25.1 固定 式 ガード （Fixed guard) 

工具の 使用に よって， 又は 取 付け 手段 を 破壊す る こ とに よっての み， 開いたり 又は 取 り 外す こと がで き 
るよう な 方法 （例えば， ねじ， ナット， 溶接に より） で 取り付けられた ガード。 
3.25.2 可動 式 ガード (Movable guard) 

工具 を 使用せ ずに 開く ことができる ガード。 
3.25.3 調整 式 ガード （Adjustable guard) 

固定 式 又は 可動 式 ガードであって， その 全体で 調整で きる か， 又は 調整 可能 部 を 組み込んだ ガード。 特 
定の 運転 中， 調整 部 は 固定され たままで ある こと。 
3.25.4 インター ロック 付き ガード （Interlocking guard) 

#射戒 の 制御 シ ス テムと 一緒に 次の よう に 機能す る インタ一 ロック 装置が 付加 さ れた ガー ド。 
- ガードに よって" 覆われた" 危険な 機械 機能 は， ガードが 閉じる まで 遝転 できない。 
- 危険な 機械 機能の 運転 中に ガードが 開く と， 停止 指令が 発生す る。 

- ガードが 閉じる と， ガードに よって "覆われた" 危険な 機械 機能 は 運転す る ことができる。 ガードが 

閉じた こと 自体に よって 危険 な 機械 機能が 起動 し ない。 

備考 詳細 は IS0 14U9 を 参照。 
3.25.5 施錠 式 インター ロック 付き ガード (Interlocking guard w^i guard locking) 

機械の 制御システム と 一緒に 次の よう に 機能す る インター 口 ッ ク 装置と ガー ド 施錠 装置 を 備えた ガー ド。 
― ガードに よって "覆われた" 危険な 機械 機能 は ガードが 閉じ， かつ， 施錠され るまで 運転で きない。 
― ガードに よって "覆われた" 危険な 機す 成 機能に よる リスクが 消失す るまで， ガード は 閉じ， 力、 つ， 施 
錠され ている。 

- ガードが 閉じ， かつ， 施錠され ている と， ガードに よって "覆われた" 危険な 機械 機能 は 運転す る こ 
と がで きる。 ガード を 閉じ， かつ 施錠 した ことによ つて 危険な 機械 機能が 起動 しない。 
備考 詳細 は ISO 14119 を 参照。 
3.25.6 起動機 能 インター ロック 付き ガード （Interlocking guard with a start function), 制御 式 ガード 
(Control guard) 

ガー ドが 閉じ る 位置に 到達したら， 他の 起動 制御器 を 使う ことなく 危険な 機械 機能の 起動 開始 指令 を 出 
す インター ロック 付き ガード の 特別 な 形式。 

備考 使用の 条件に ついての 詳細 は， JIS B 9700-2:2004 の 5.3.2.5 を 参照。 
3.26 保護 装置 （Protective device) 

ガード 以外の 安全 防護 物。 
備考 保護 装置の 例 を 3.26. 〖から 3.26.9 に 示す。 
3.26.1 インター ロック 装置 （Interlocking device) ， インター ロック （Interlock) 

特定の 条件 （一般的に は ガー ドが 閉じて いない 場合） の もとで 危険な 機械 機能の 運転 を 防ぐ こと を 目的 
とした 機械 装置， 電気装置 又は その他の 装置。 
3.26.2 イネ 一 ブル 装置 （Enable device) 

連続 的に 操作す る と き， 機械が 機能す る こ と を 許可す る 起動 制御に 連 継して 用いる 補足 的な 手動 操作 装 

備考 ィ ネーブル 装置の 規定に ついては， JISB 9960-1:1999 の 9.2.5.8 を參 照。 
3.26.3 ホールド • ッゥ • ラン 制御装置 （Hold-to-run control device) 

手動 制御器 （ァ クチ ユエ 一夕） を 作動 させて いる 間に 限り， 危険な 機械 機能の 起動 開始 指令 を 出し， か 
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つ 維持す る 制御装置。 

3.26.4 両手 操作 制御装置 （Two-hand control device) 

その 装置 を 操作す る 人の ためだけ の 保護 手段と なる もので あり， 危険な 機械 機能の 起動 開始 指令 を 出し， 
かつ 維持す るた めに， 両手に よる 同時 操作 を 少なく とも 必要と する 制御装置。 

備考 詳細 は， ISO 13851 を 参照。 
3.26.5 検知 保護 設備 （SPE) [Sensitive protective equipment (SPE)] 

人 又は 身体の 一部 を 検出す る 設備で， 検出 さ れた 人の リスク を 低減す るた め に 制御 シ ス テムに 対して 適 
切な 信号 を 生成す る 設備。 人 若しくは 身体の 一部が （例えば， 危険 区域に 侵入した ときの ように） あら か 
じめ 定めた 限界 を 越えた とき （ト リ ップ) ，又は 人が あらかじめ 定められた 区域の 中で 検出され ている 間 (存 
在検 知）， 又は 両者の 場合， 信号 を 生成す る。 

3.26.6 能動的 光電 保護 装置 （AOPD) [Active opto-electronic protective device (AOPD) ] 

指定され た 検出 区域に 存在す る 不透明な 物体に よって， 装置が 放射す る 光の 遮断 を 検出す るた めの 光電 
子 発光 器と 受光 器に より 検知 機能 を 遂行す る 装置。 

備考 詳細 は JISB 9704-2 を 参照。 
3.26.7 機械的 拘束 装置 （Mechanical restraint device) 

機構の 中に 機械的 障害物 （例えば， くさび， スピン ドル， 支柱， 車輪 止め） を 組み込んだ 装置で， その 
強度に よ つて 危険な 動き を 防止す る 装置。 
3.26.8 制限 装置 （Limiting device) 

機械 又は 危険な 機械 条件が 設計 限界 （例えば， 空間の 限界， 圧力 限界， 負荷 モーメント 限界） を 越えな 
いように 制限す る 装置。 

3.26.9 動作 制限 制御装置 （Limited movement control device) 

機械の 制御システム と 一緒に， 機械 要素の 移動 量 だけ を 制限す る 単一 動作の 制御装置。 
3.27 阻止 装置 （Impeding device) 

危険 区域に 接近す る こ と を 全面的に 防止す るので はな く ， 自由な 接近 を 妨げる もの を 設ける こ とに よつ 
て， 危険 区域に 接近す る 確率 を 低減す る 物理的 妨害物。 例えば， 低い バリア， さく。 
3.28 安全 機能 （Safety function) 

故障が リスクの 増加に 直ちにつ ながる よ う な 機械の 機能。 
3.29 予期し ない 起動 （Unexpected start-up), 意図し ない 起動 （Unintended start-up) 

そ の 起動が 予期で き な レ 3 性質で あるた め， 危険 源 を 発生させる 起動。 これ は， 例 えば 次に よって 引き起 
こされる。 

一 制御 シ ス テム 内の 故障 による， 又 は 制御 システムに 対す る 外部 か らの 影響に よって 生じる 起動 指令 
- 起動 制御に おける， 又は， 例えば， センサ 若しくは 動力 制御 要素の ような 機械の 他の 部分に おける， 

不適切 な 作用 によって 生じる 起動 指令 
一 中断 後の 動力 供給の 復帰 

- 機械の部分への外部及び内部影^ (例えば， 重力， 風， 内燃機関 における 自己 点火 等） 

備考 自動 サイクルの 正常な シーケンス 中の 機械の 起動 は" 意図し ない 起動" に は 含まれないが， ォ 
ペレ 一夕の 立場から は "予期し ない 起動" として 考えられる。 この場合 における 災害の 回避に 
は 安全 防護 方策の 使用が ある （J1SB 9700-2:2004 の 5. 参照）。 
(ISO 14118:2000 の 3.2 参考） 
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3.30 危険 側 故障 （Failure to danger) 

リスク を 増加させる よ う な， 機械 類 又は その 動力 供給に おける 機能 不良。 
3.31 不具合 （障害） （Fault) 

予防 保全 若し く は 計画的 行動 又は 外部 資源の 不足に よって 機能 を 実行で きない 状態 を 除き， 要求され る 
機能 を 実行で きない アイテムの 状態。 

備考 1. 不具合 （障害） は， しばしば アイテム 自体の 故障の 結果で ある 力、 事前の 故障がなくても 存 
在す る こ とが ある （IEC60050 の IEV19 卜 05-01 参考）。 
2. 不具合 （障害） 及び 故障と いう 語 はしばしば 同義語と して 使用され る。 
3.32 故障 （Failure) 

要求され る 機能 を 遂行す る 能力が アイテムに なくなる こと。 
備考 1. 故障 後に， アイテム は 不具合 （障害） になる。 

2. 故障 は 事象であって， 状態 を 意味す る 不具合 （障害） と は 区別され る。 

3. ここに 定義され る 概念 はソフ ト ウェア だけで 構成され る アイテムに は 適用し ない。 
(IEC 60050 の IEV- 19 1-04-01 参考） 

3.33 共通 原因 故 (common cause failures) 

単一の 事象から 生じる 異なった アイテムの 故障であって， これらの 故障が 互いの 結果で はない もの。 
備考 共通 原因 故障 は 共通 モード 故障と 混同すべき でない。 
(TEC 60050 の IEV- 191-04-23 参考） 
3.34 共通 モード 故障 (Common mode failures) 

同一の 不具合 （障害） モードに よって 特徴 付けられる アイテムの 故障。 
備考 共通 モード 故障 は 共通 原因 故障と 混同すべき でない。 なぜなら， 共通 モード 故障 は 異なった 原 

因から 生じる からで ある。 
(IEC 60050 の IEV- 191-04- 24 参考） 
3.35 非常 事悲 (Emergency situation) 

緊急に 終了させる， 又は 回避す る ことが 必要な 危険 状態。 
備考 非常事態 は， 次の ような 場合に 発生す る。 

- 機械の 正常な 運転 中 （例えば， 人の 介入に よる， 又は 外部 影響の 結果と して） 
- 機能 不良 又は 機械の いずれ かの 部分の 故障の 結果と して 
3.36 吊 保 作 (Emergency operation; 

非常事態 を 終了させる 又は 回避す る こと を 意図した すべての 行動 及び 機能。 
3.37 非常 停止 (Emergency stop) 

次の こと を 意図す る 機能。 
- 人に 対する 危険 源 を 又は 機械 類 若し く は 工程 中の ワークへの 損害 を 避ける か 又は 低減す る。 
一 人間の 単一の 動作に よって 停止 指令 を 出す。 

備考 詳細 は JISB9703 を 参照。 
3.38 エミ ッショ ン値 (Emission value) 

機械から 生じる ェ ミッション （例えば， 騒音， 振動， 危険物 質， 放射） を 数量 化した 数値。 
備考 1. エミ ッショ ン値は 機械の 特性に ついての 情報の 一部で あ り， リスク アセス メン トのデ 一夕 等 
として 使用され る。 

2. 用語" ェ ミッション 値" は， 機械 使用 中の 人の ェ ミッションへの 暴露 を 数量 化した "暴露 値" 
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と 混同すべき でない。 暴露 値 は エミ ッショ ン値を 使用して 推定す る ことができる。 
3. 標準化 された 方法に よって， 例えば， 同種の 機械 間で 比較で きる ように， ェ ミッション 値 を 
適切 に 測定 し それら が 関係す る 不確か さ を 決定す る。 
3.39 比較 ェ ミッション デ一 タ (Comparative emission data) 

比較の 目的の ために 集められた 同種の 機械の エミ ッシ ヨン 値の 集合。 
備考 騷音 比較に ついては ISO 11689 を 参照。 

4. 機械 類の 設計 時に 考慮すべき 危険 源 
4,1 一般 

この 項の 目的 は， 検討 中の 機械で 生じる 可能性の ある 関連 危険 源 並びに 重要な 危険 源 及び 機械が 意図し 
て 使用され る 環境に 関連した 危険 源 を 設計者が 同定で きる ように 支援す るた め， 基本的な 危険 源の 詳細 を 
提供す る ことで ある （5.3 参照)。 

備考 機械 類に 関連して 起こる 可能性の ある 危険 源， 及び 危険 状態のより 詳細な リスト は， JIS B 
9702:2000 の 附属 書 A 参照。 
4.2 機械的 危険 源 

4.2.1 機械， 機械 部品 若し く は 表面， 工具， ヮ 一久 ピース， 負荷 又は 放出され た 固体 若しく は 液体に 関連 

する 機械的 危険 源 は， 次 を 引き起こす 場合が ある。 

― 押しつ ぶし 

—セん 断 

― 切 傷 又は 切断 

- 巻き込み 

- 引き込み 又は 捕 そく （捉） 
- 衝撃 

- 突き刺し 又は 突き通し 
- こすれ 又は 擦りむ き 

一 高圧 流体の 噴出に よる 人体への 注入 （噴出の 危険 源） ノ 

4.2.2 機械， 機械 部品 （機構 を 保持す るた めの 作動 物 を 含む。）， ワーク ピース 又は 負荷に よって 生じる 可 
能 性の ある 機械的 危険 源 は， 種々 の 要因の 中で も 次の 条件に よる。 

一 形状 （切断 要素， 鋭利な 端 部， 角張った 部品 等であって， これらが 静止状態 である 場合 を 含む。） 

一 運動 中に 押しつ ぶし， せん 断， 巻き込み を 生じる 可能性の ある 区域との 相対的 位置 

一 転倒に 対する 安定性 （運動 エネルギーの 考慮） 

一 質量 及び 安定性 （重力 下で 運動 を 生じる 要素の 位置 エネルギー） 

一 質量 及び 速度 （制御下 又は 非 制御下で 要素に 生じる 運動 エネルギー） 

一 加速度 又は 減速 度 

- 危険な 破損 又は 破裂 を 生じる 不十分な 機械的 強度 

一 弾性 要素 （ばねの 蓄積 エネルギー） 又は 加圧 下 若しくは 真空 下に ある， 液体 若しくは 気体の 蓄積 エネ 

ルギー 
― 作業 環境 
4.3 電気 的 危険 源 

この 危険 源 は， 感電 又は やけどに よって， 傷害 又は 死亡 事故 を 引き起こす 場合が ある。 これら は， 次に 
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よって 引き起こされる。 

一 次に 示す 人の 接触 

一 充電 部， すなわち， 正常な 運転 時に 加 電圧され る 導体 又は 導電性 部分 （直接接触） 
一 不具合 状態のと き， 特に 絶縁 不良の 結果と して， 充電 状態になる 部分 （間接 接触） 

一 充電 部への， 特に 高電圧 領域への 人の 接近 

- 合理的に 予見 可能な 使用 条件 下の 不適切な 絶縁 

一 帯電 部への 人の 接触 等に よる 静電気 現象 

― 熱 放射 

― 短絡 若しくは 過 負荷に 起因す る 化学的 影響の ような 又は 溶融 物の 放出の ような 現象 

感電に よって 驚いた 結果， 人の 墜落 （又は 感電した 人からの 落下 物） を 引き起こす 可能性が ある。 

4.4 熱 的 危険 源 

熱 的 危険 源 は， 次の ような 結果 を 引き起こす 場合が ある。 

一 極端な 温度の 物体 又は 材料 と の 接触に よる， 火炎 又は 爆発 及び 熱源 か ら の 放射 熱に よる やけ ど 及び 熱 
傷 

一 高温 作業 環境 又は 低温 作業 環境で 生じる 健康 障害 
4.5 騒音に よる 危険 源 

騷音 は， 次の ような 結果 を 引き起こす 場合が ある。 
- 永久 的な 聴力の 喪失 
一 耳鳴り 
― 疲労， ストレス 

― 平衡感覚の 喪失 又は 意識 喪失の ような その他の 影響 
― 口頭 伝達 又は 音響 信号 知覚への 妨害 
4.6 振動に よる 危険 源 

振動 は 全身 （移動 機械 を 使用す る 場合） 及び 特に 手 並びに 腕 （手持ち 機械 及び 手 案内 機械 を 使用す る 場 
合） に 伝わる ことがある。 

最も 強烈な 振動 （又は 長期 間に わたる やや 弱い 振動） は， 重大な 不調 （背骨の 外傷 及び腰 痛)， 全身の 振 
動に よる 強い 不 快感， 並びに 手 及び/又は 腕の 振動に よる 白ろう （蟖） 障害の ような 血管 障害， 神経学 的 
障害， 骨 • 関節 障害 を 引き起こす 場合が ある。 
4.7 放射に よる 危険 源 

こ の 危険 源 は， やけどの よう に 直ち に 影響が 現れる 場合 や 遺伝 上の 突然変異の よ う に 長期 間 を 経て 影響 
が 現れ る 場合が あ り ， 様々 な 発生 源 か ら 生じる。 また， 非 電離 又は 電離の 放射に よって 生じる 場合が あ る 。 
一 電磁 フィールド （例えば， 低周波， ラジオ 周波数， マイクロ波 域に おける） 
- 赤外線， 可視光線， 紫外線 
― レーザ 放射 
― X 線 及び] /線 

一 線， ^線， 電子 ビーム 又は イオン ビーム， 中性子 
4.8 材料 及び 物質に よる 危険 源 

機械 類で 処理， 使用， 生産 又は 排出され る 材料 及び 物質 並びに 機械 を 製作す る ために 使用 される 材料 は 
種々 の 異なる 危険 源 を 生じる 場合が ある 

一 例えば， 有害 性， 毒性， 腐食 性， はい (胚） 子 奇形 発生 性， 発がん （癌） 性， 変異 誘発 性 及び 刺激性 
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を もつ 流体， ガス， ミスト， 煙， 繊維， 粉 じん， 並びに エア ゾルを 吸飲す る こと， 皮膚， 目 及び 粘膜 
に 接触す る こと 又は 吸入す る ことに 起因す る 危険 源 
一 火災 及び 爆発の 危険 源 

- 生物 （例えば， かび） 及び 微生物 （ウィルス 又は 細菌） による 危険 源 
4.9 機械 設計に おける 人間工学 原則の 無視に よる 危険 源 

人の 行動 特性 及び 能力に 対する 機械の 不適 合に よって 次の 危険 源 を 引き起す 場合が ある。 
- 不自然な 姿勢， 過剰 又は 繰り返しの 負担に よる 生理的 影響 （例えば， 筋 • 骨格 障害） 
― 機械の "意図す る 使用" の 制限 内で 運転， 監視 又は 保全す る 場合に 生じる 精神的 過大 若しくは 過小 負 

担， 又は ストレス による 心理 ，生理的な 影響 
― ヒューマン エラー 
4.10 すべり， つまずき 及び 墜落の 危険 源 

床 面 及び 接近 手段 を 軽視す る こと は， すべり， つまずき 又は 墜落に よる 傷害 を 引き起こす 場合が ある。 
4.11 危険 源の 組合せ 

個々 に はさ さいと みられる 危険 源で あっても， これらが 互いに 組み合わされて 重要な 危険 源と 同等に な 
る 場合が ある。 

4.12 機械が 使用され る 環境に 関連す る 危険 源 

危険 源 （例えば， 温度， 風， 雪， 落雷） を 生じる 可能性の ある 環境 条件 下で 運転す るた めに 設計され た 
機械で は， これらの 危険 源 を 配慮し なければ ならない。 

5. リスク 低減の ための 方法論 
5.1 —般 規定 

5.1.1 機械 類に 危険 源が 存在 するとき， もし 保護 方策 を 講じて いなければ， 危険 源 は 遅かれ早かれ 危害に 
つながる という ことが 想定され る。 

5.1.2 保護 方策 は 設計者 及び 使用者に よって 講じ られる 方策の 組合せで ある （図 1 参照)。 設計 段階で 組 
み 込む ことができる 方策 は， 使用者に よって 実施され る 方策より 好ましく， また 一般的に， より 効果的で 
ある。 

5.1.3 同種の 機械に ついて 使用者の 経験 を 考慮し， 及び 実行可能な 場合に は 想定 される 使用者 か ら の 情報 

を 考慮し， 設計者 は 次に 示す 順序で 実施し なければ ならない （図 2 参照)。 

一 機械の 制限 及び "意図す る 使用" を 明記 （指定） する （5.2 参照)。 

一 危険 源 及び 関連す る 危険 状態 を 同定す る （4. 及び 5.3 参照)。 

― 同定され た それぞれの 危険 源 及び 危険 状態に 対して リスク を 見 積る （5.3 参照)。 

一 リスク を 評価し， リスク 低減の 必要性に ついて 決定す る （5.3 参照)。 

- 保護 方策に よって 危険 源 を 除去す るか 又は 危険 源に 関連す る リスク を 低減す る （5.4 及び 5.5 参照)。 

参考 上記 1 番目から 4 番目 は リスク アセスメントに 関連し， 詳細 を JISB9702 に 示す。 
5.1.4 達成すべき 目標 は， 次に 示す 四つの 要因 を 考慮して 最大限 リスク 低減 をす る ことで ある。 5.1.3 の 
1 番目から 5 番目で 定義され る 方法論 を 図 2 の フローチャートに 示す。 この プロセス は 反復 的で ある。 適 
用 可能な 技術 を 最大限 利用 して， リスク を 低減す る この プロ セ スを 数回 引き続いて 繰り 返す こと を 必要 と 
する 場合が ある。 

この プロセス を 実行す る 際に， 次の 順序 を 考慮す る 必要が ある。 
一 機械の ライフサイクルの 全局 面に わたる 安全性 
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一 機能 を 遂行す るた めの 機械の 能力 
― 機械の 使用 性 

一 機械の 製造， 運転 及び 分解の コスト 

備考 1. この 原則 を 理想的に 適用す るた め， 機械の 使われ 方， 事故の 履歴 及び 傷害の 記録， 適用 可能 
な リスク 低減 技術， 機械が 使用 される 地域 に お け る 法律上の 枠組み についての 知識が 必要で 
ある。 

2. 特定の 時期に 受け入れられ ていた 機械の 設計 は， 同等の 機械 をより 低い リスクで 設計で きる 
技術が 開発 された ときには， も はや 正当化で きない。 
5.1.5 機械の 継続的な 安全運転 を 確保す るに は， 保護 方策が 機械の 使いやす さ を 損なわず， かつ 機械の 

"意図す る 使用" を 妨げない ことが 重要で ある。 この 点に 不備が あると， 機械 を 最大限に 利用す るた め， 
保護 方策が バイ パス さ れて しまう 可能性が あ る 。 

5.1.6 もし ェ ミッション について 標準化 された （又は 他の 適切な） 計測 方法が ある 場合 は， ェ ミッション 
値 及び 比較 ェ ミツ ショ ンデー 夕 を 決定す るた め に， 現在 あ る 機械 又は 試作 機械で それら の 計測 方法 を 使用 
するべき である。 

これにより， 設計者が 次の こと を 実施す る ことが 可能になる。 
- ェ ミッションに 関連す る リスク を 見 積る こと 
一 設計 段階に 適用した 保護 方策の 有効性 を 評価す る こ と 

一 技術 文書で， ェ ミッション について 定量 的な 情報 を 想定され る 購入者に 提供す る こと 
一 使用 上の 情報で， エミ ッショ ン について 定量 的な 情報 を 使用者に 提供す る こ と 

エミ ッショ ン 以外の 測定 可能な パラメータで 記述で き る 危険 源 は， 同様な 方法で 扱う ことが 可能で ある。 
5.2 機械の 制限に 関する 仕様 

機械の 設計 は， 撝械の 制限に 関する 仕様から 開始され る （JISB 9702:2000 の 5. 参照）。 
一 使用 上の 制限： 

一 機械の" 意図す る 使用"。 それに は 機械の 種々 の 運転 モード， 使用 局面 及び オペレータの 種々 の 介 

入 方法 を 含む。 及び 。 
一 合理的に 予見 可能な 機械の 誤 使用。 
- 空間 上の 制限： 

(例えば， 動作 範囲， 機械の 設置 及び 保全に 対する 空間 上の 要求 事項， "オペレータ— 機械 間" 及び" 機 
械一 動力 供給 間" の インタフェース） 
- 時間 的 制限： 

"意図す る 使用" を 考慮し， 機械 及び Z 又は いくつかの 構成 品 (例えば， 工具， 消耗品， 電気 的 構成 

品） の 予見 可能な "寿命 上の 制限"。 

5.3 危険 源の 同定， リスク 見積り 及び リスクの 評価 

設計者 は， 機械に よって 引き起こされる 可能性の ある 種々 の 危険 源 （恒久的な 危険 源 及び 予期せ ずに 現 
れる 可能性の あ る 危険 源 ： 3.6 及び 4. 参照） を 同定 し ， 可能な 限 り 要因の 定量 的な デー 夕 等 を もとに それ ぞ 
れの 危険 源 について リスク を 見 積らなければ ならない。 また， リスク の 評価の 結果 として リスク の 低減が 
必要で あ る か ど う か を 最終的に 決定 し な ければ な ら ない。 この 目 的の た め， 設計者 は 種々 の 運転 モ 一 ド及 
び 種々 の 介入 方法 を 配慮し なければ ならない。 特に， 

a) 次に 示す よ う な 機械の ライ フサ イク ルの すべての 局面に お ける 人と のか かわ り 。 
1) 製作 
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2) 運搬， 組立 及び 設置 

3) 立 上げ 

4) 使用 

- 設定 （段取り 等）， ティーチ ング 若しくは プログラミング 又は 工程の 切替え 
一 運転 
― 清掃 

― 不具合の 発見 
一 保全 

5) 使用 停止， 分解 及び 安全 上 問題が あ る 場合に は 廃棄 処分 

b) 機械で 起 こ る 可能性の あ る 状況 

1) 機械 は 意図され た 機能 を 果たす （機械 は 正常に 作動す る。）。 

2) 機械 は 次 を 含む 多様な 理由で 意図され た 機能 を 果たさない （すなわち 機能 不良で ある。）。 
一 加工 材料 又は ワーク ピースの 特性 又は 寸法の 変化 

― 構成 部品 又は 機能の 一つ （又は 複数） の 故障 

一 外的 妨害 （例えば， 衝撃， 振動， 電磁 妨害） 

一 設計 誤り 又は 設計 不良 （例えば， ソフトウェア エラー） 

― 動力 供給 異常 

― 周囲の 状態 （例えば， 損傷した 床の 表面） 

c) オペレータの 意図し ない 挙動 又は 合理的に 予見 可能な 機械の 誤 使用 
例えば， 

一 オペレータ による 機械の 制御 不能 （特に， 手持ち 機械 又は 移動 機械） 

一 機械 を 使用 中に， 機能 不良， 事故 又は 故障が 生じた ときの 人の 反射的な 挙動 

一 集中力の 欠如 又は 不注意から 生じる 挙動 

一 作業 遂行 中，" 最小 抵抗 経路" をと つた 結果と して 生じる 挙動 

一 すべての 事態に おいて 機械 を 稼働 させ 続ける という プレッシャーから 生じる 挙動 

― 特定の 人の 挙動 （例えば， 子供， 障害者） 

で: 多- 6 ? 

5.4 で 規定 し 図 2 に 示 す リスク 低減の 3 ステップ メソッドの 各々 を 実施した 後に おいても， リスク 見 積 り 
及び リスク の 評価 を 実施 し な ければ な ら ない。 

リ ス ク アセスメント を 実施す ると き， 同定され た 各々 の 危険 源 か ら 生じる 可能性の ある 最も 発生し そう 
な 危害の ひど さから リスク は 考慮し なければ ならない。 しカゝ し， 発生 確率が 高くなくても， 予見され る最 
高の ひど さも 配慮 し な ければ な ら ない。 
5.4 保護 方策に よる 危険 源の 除去 又は リスクの 低減 

この 目標 は， 危険 源 を 除去す るか 又は リスク を 決定 付ける 次の 二つの 要素の それぞれ を 個別に 又は 同時 
に 低減す る ことで 達成で きる。 

a) 考慮 中の 危険 源に よる 危害の ひど さ 

b) その 危害の 発生 確率 

この 目標 を 達成す るた めの すべての 保護 方策 は， 3 ステップ メソッド （図 1 及び 図 2 参照） を 参照し， 
次の 順序で 実施 し な ければ な ら ない。 
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一 本質的 安全 設計 方策 （J1S B 9700-2:2004 の 4. 参照） 

備考 この 段階が 危険 源 を 除去で きる 唯一の 機会で ある。 これによ つて， 安全 防護 又は 付加 保護 方策 
のよう な 追加の 保護 方策の 必要性 を なくす こと がで きる。 
一 安全 防護 及び 付加 保護 方策 （JIS B 9700-2:2004 の 5. 参照） 
I 残留 リスクに ついて 使用 上の 情報 （JISB 9700-2:2004 の 6. 参照） 

本質的 安全 設計 方策， 安全 防護 又は 付加 保護 方策 を 適切に 適用す ると ころ を， 使用 上の 情報で 代替して 
はならない。 

運転 モード 及び 介 人 方法 （5.3 参照） に関して 適切な 保護 方策 を 講じれば， 技術的に 難しい 問題が 生じた 
ときに オペレータが 危険な 介入 をし なくて 済む。 
5.5 リスク 低減 目標の 達成 

5.4 及び 図 2 による 反復 的 リスク 低減 プロセス は， 適切な リスク 低減 を 達成した 後に， 及び も し 適用 可能 
なら リスク 比較が 良好な 結果に なった 後に 終了す る （JISB 9702:2000 の 8.3 参照）。 

適切な リスク 低減 は， 次の 各々 の 質問に 対して 肯定の 答え を 与える ことができた ときに 達成され たと 考 
えてよ い。 

- すべての 運転 条件 及びす ベての 介入 方法 を 考慮した か？ 
一 5.4 に 規定して いる 方法 を 実施した か？ 

一 危険 源 は 除去され たか， 又は 危険 源に よる リスク は 実現 可能な 最も 低い レベルまで 低減され たか？ 

- 採用す る 方策に よって， 新しく 危険 源が 生じな いのは 確かで あるか？ 

- 使用者に 残留 リスクに ついて 十分に 通知し， かつ 警告して いるか？ 

- 保護 方策の 採用に よって オペレータの 作業 条件が 危う くなら な いのは 確かで あるか？ 

- 採用した 保護 方策 は 互いに 支障な く 成り立つ か？ 

一 専門 及び 工業 分野の 使用の ために 設計され た 機械が 非 専門 及び 非 工業 分野で 使用され ると き， それ か 

ら 生じる 結果に ついて 十分 配慮した か？ 
- 採用した 方策 力 《機械の 機能 を 遂行す るう えで， 機械の 能力 を 過度に 低減 しないの は 確かで あるか？ 



^作 拖法 によ り 無断での^ 製， 転載 等 は 禁止され てお り ます。 
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使用者 入力 ( 2 ) 



リスク アセス メン卜 

(機械の 定義され た 制限 及び "意図す る 
使用" に 基づく） 



設計者に よって 講じられる 保護 方策 

(図 2 参照） 



ステップ 1 本質的 安全 設計 方策 



ステップ 2 安全 防護 及び 
付加 保護 方策 



ステップ 3 使用 上の 情報 (') 
□ 機械に 

- 警告 標識 • 信号 



□ 取扱説明書に 



使用者に よって 講じられる 
保護 方策 ( 3 ) 
設計者に よって 提供され た 使用 上の 
情報に 基づく もの を 含む 



□ 


組 織 




一 安全 作業 手順 




一 監督 




― 作業 許可 システム 


□ 


追加 安全 防護 物の 準備と 




使用 ( 4 ) 


□ 


保護 具の 使用 


□ 


訓 練 等 



\ A K 



設計者が 保護 方 
策 を 講じた 後の 
残留 リスク 



4- 



設計者 入力 



すべての 保護 方 
策 を 講じた 後の 
残留 リスク 



注 ぐ） 適切な 使用 上の 情報 を 提供す る こと は， リスク 低減に 対する 設計者の 貢献の -部 である。 しかし， 関係す 
る 保 ffi 方策 は 使用 者に よって 実施され たと き だ け 効果が あ る 。 

( 2 ) 使用者 入力と は， 設計者が 機械の "意図す る 使用" に関して -般 的に 使用者 業界から 受け取る 情報 か， 又 
は 特定の 使用者から 受け取る 情報の ことで ある。 

( 3 ) 使用者に よって 講じられる 種々 の 保護 方策 間に は 順位 は ない。 これら の 保護 方策 は こ の 規格の 範囲 外で あ 
る。 

( 4 ) 雕の "意図す る 使用" では 予想で きない 特定の 工程の ため， 又は 設計者が 関与す る ことができない 特定 
の 組立 状態の ため 必要と される 保護 方策。 



図 1 設計者の 観点に よる リスク 低減 プロセス 



お 作 権 法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止 さ れて お り ま す。 
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スタート 



機械 類の 制限の 決定 

(5.2 参照) 



リスク アセス メ ン ト 
JIS B 9702:2000 



ケ 



危険 源の 同定 

(4. 及び 5J 参照) 



リスク 見積り 

(5.3 参照) 

ル 



リスクの 評価 

(5.3 参照） 



各 使用 条件の もとで， 各 危険 源， 危険 状態に 
刘' して， この 反復 的 リスク 低減 プロセス を 実 
施しなければ ならない。 



はい 



いいえ 




終 




反復 プロセスの 各 ステップ において ： 
リスク 見積り， リスク 評価 及び 適用 可能な ら 
ば リスク 比較 



ス テツ プ 



本質的 安全 設計 方策 
による リスク の 低減 
JIS B 9700-2:2004 の 4, 




いいえ 



ス テツ プ 2 



安全 防護に よる 
リスクの 低減 
付加 保護 方策の 実施 
JIS B 9700-2:2004 の 5. 



ス テ ヅ プ 3 



使用 上の 情報に よる 
リスクの 低ま 咸 
JIS B 9700-2:2004 の 6. 




いいえ 



図 2 3 ステップ メソッド による 反復 的 リスク 低減 プロセス 説明 図 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され てお ります。 
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附属 書 A (参考） 機械の 構成 図 



. の 附属 書 は， 本体に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない 



制御 
システム 



國 



運転 部 



信 


□ 


表 


示 


警 


報 



センサ 
保護 装置 



ガード 



手動 制御器 
(ァ クチ ユエ 一夕) 



制御装置 



データ 記憶 
及び 論理的 又は アナログ 
データ処理 



動力 制御 要素 
(コン 夕 クタ， バルブ 
速度 制御 等 ） 



機械 ァ クチ ユエ一 夕 
(エンジン， シ リンダ） 



動力 伝達 要素 
作 動 部 



オペレーター 機械 間 インタフェース 



著作権法に よ り 無断での 複製， 転氣 ，， は 禁止され ており ま す。 
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索 弓 I 



用語 


英語 


第 1 部 条項 


第 2 部 条項 


あ 








アクセス コード 


access code 




4.11.10 


ァ クチ ユエ 一夕 z 手動 制 
御 器 


actuator / manual control 


3 26 3- 附属 書 A 


4.2.1' 4.8,7; 4.1 1.7. つ' 
4.11.8.f; 5.5.2; 6.5. l.d; 
6.5.2.C 


ァ クチ ユエ 一夕 （梭械 — ） 


actuator (machine - ) 


3.1; 附属 書 A 


4.4 


圧力 検知 マツ ト 


pressure sensitive mat 




5.2.2; 5.2.5.1 


安全 機能 


safety function 


3.28 


4.11.1/.6/.7- 4.12/14; 5.2.5.2- 
5.3.3; 6.5. l.e 


安全 防^ 


safeguarding 


3.18; 3.20; 3.24 


■ 圍 


安全 防^ 物 

> —し- Ix V |1 >t |,ゾ 


safeguard 


序文- 3.18; 3.20; 3.24; 5.4 


序文' 4.14; 5.1: 5.2; 5.3; 
6.5.1.b/.d 


安定性 


stability 


4.2.2 


4.6; 5.2.6 










い 








"意図す る 使用" （機械 
の） 


intended use of a machine 


序文； 3.3; 3.6; 3.22; 4.9; 


c 5 ]. , M 


ィ ネーブル 装置 


enabling device 


3.26.2 


4.11.9 


ィ ン ター ロッ ク 装置 （ィ 
ン ター ロック） 


interlocking device (interlock) 


3.25; 3.25.4A5; 3.2> 


序文； 5.3.2.5 


イン 夕 一口 ッ ク 付き ガー 

K 


interlocking guard 


3.25.4 


5.2.1/.2/.3; 5.2.5.3; 5.3.2.3; 
5.5.6 


















運転 


operation 


5.3 




運転 部 


operative part 


附属 書 A 


5.2.5.2.b 


運転 モード 


operating modes 


5.9- s.3 


4.11.1;4.11.10； 4.14; 6.1.1 


運搬 


transport 


5.3 


5.5.5; 6.1.2; 6.5. l.a 










尺 








液 圧 設備 


hydraulic equipment 




4.10 


ェ ミッション 


emissions 


3.6; 3.38; 3.39; 5,1.6 


4.2.2; 5.1; 5.2.1; 5.2.5.1; 
5.2.7; 5.3.2.1; 5.4; 6.5. Lg 


ェ ミッション 値： 


emission value 


3.38; 3.39; 5.1.6 


4.3.c 


絵文字 


pictogram 




6.4 


エラー （ヒ ユー マン） 


error (human) 


4.9 












お 








応力 （機械的） 


stress (mechanical —) 




4.3.a; 5.2.7 


押しつ ぶしの 危険 源 


crushing hazard 


4.2.1 




オペレータ 


operator 


3.29; 5.2; 5.3.c; 5.4; 5.5 


多数 あ り 


"オペレーター 機械" 間 
のィ ン ター フェース 


"operator- machine" interface 


5.2; 附属 書 A 


4.8.1 



索 1 



お 作權 法に よ り 無断での 投製， 載 等 は 禁止 さ れて お り ま す。 
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mm 


英語 


第 1 部 条項 


第 2 部 条項 


か 








ガー ド 


guard 


3.19; 3.24; 3.25; 3.26.1; 
附属 書 A 


4.8.6; 4.1 1.9; 4.13; 5.1 人 2 欄 
5.5.6; 6.1.1; 6.4.C; 6.5. l.c 


ガー ド 施錠 装置 


guard locking device 


3.25.5 




階段 


stairs 




5.5.6 


回転 部の 最大 速度 


maximum speed of rotating 
parts 




6.4.C 


角張った 部品 


angular part 


4.2.2 




可動 式 ガー ド 


movable guard 


3.25; 3.25.2; 3.25.3 


5.3.2.3; 図 1 


可動 要素 ノ 部品 


movable elements/parts 




4.2.2 


過 負荷 （機械的） 


overloading (mechanical — ) 




5-2.7 


過 負荷 （電気 的） 


overloading (electrical—) 




6.5. Lb 


環境 


environment 


1.； 4.1; 4.2.2; 4.4; 4 漏 


1.;4.7； 4.12.1; 5.2.1; 5.2.5.2; 
5.3.1; 6.5. l.b 


環境 条件 


environmental conditions 




4.12.1; 5.2. 5.2.a; 6.5. l.b 


間] さ 接触 


indirect contact 


4.3 




感電 


electric shock 


3.6; 4.3 


4.9 


関連 危険 源 


relevant hazard 


3.7 












き 








危険 


danger 




6.4.C 




harm 


3.5; 3.6; 3.11; 3.15; 5.1.1; 
5.3; 5.4 




機械/機械 類 


machine/ machinery 


3.1 




機械的 危険 源 


mechanical hazard 


4.2 


4.2.2; 5.1 


"機械-動力 供給" 間の ィ 


"machine-power supply" 






ンタ フェース 


interface 






機械の 集合体 


assembly of machine 


3.1 


4.11.1 


機械的 拘束 装置 


mechanical restraint device 


3.26.7 




危険 側 故障 


failure to danger 


3.30 




危険 区域 


danger zone (see also: hazard 
zone) 


3.10; 3.26.5; 3.27 


4.2.1; 4.11. 8.d; 5.2.1; 
5.3.2.4 人 5 


危険 区域 


hazard zone (see also: danger 
zone) 


3.10; 3.26.5; 3.27 


4.2.1; 4.1 1.8.d; 5.2.1; 
5.3.2.4A5 


危険 区域に 接近す る 


access to hazard zone (to a 
danger zone) 


3.27 


4.11.9; 4.15; 5.2.1; 5.5.6 


危険 源 


hazard 


3.6; 3.14; 3.10; 他 


多数 あ り 


危険 源 ： 高圧 流体の 噴出 


high pressure fluid ejection 


4.2.1 




による 危険 源 


hazard 






危険 源 ： 材料 及び 物質に 


hazards generated by materials 


4.8 




よる 危険 源 


and substances 






危険 源 ： 振動に よる 危険 


hazards generated by vibration 


4.6 




源 








危険 源 ： 騒音に よる 危険 


hazards generated by noise 


4.5 




源 








危険 源 ： 人間工学 原則の 


hazards generated by 


4.9 




無視に よる 危険 源 


neglecting ergonomic 
principles 







索 2 

著作 榔 法に よ リ無晰 での^^ 転載^ は 禁止され てお ります。 
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m き : 丘 

/U に I 口 


英;^ 


第 1 部 条項 


. 第 2 部 条項 


危険 源の 組み合わせ 


hazard combination 


4.11 




危険 源の 同定 


hazard ldentitication 


3.14; 5.3 




危険 源 ： 放射に よる 危険 
源 


hazards generated by radiation 


4.7 




危険 状態 


hazardous situation 


3.9; 3.35; 4.1; 5.1.3 


4.1 1.5; 5.2.7 


危険な Kfig 不良 


hazardous malfunctioning 




4.12.1 


危険物 質 


hazardous substances 


338 


4.2.2; 4.3.c; 5.3.2.1; 5.4.4 


記号 


symbol 


3.21; 5.1; 5.4 




記号 （取扱説明書での） 


symbol (in the instruction 
handbook) 




6.5.2.a 


起動機 能 インター ロック 
付き ガード （制御 式 ガー 
ド、） 


interlocking guard with a start 
function (control guard) 


3.25.6 


5.2.3.f; 5.3.2.5 


機能 不良 


malfunction (malfunctioning) 


3.30; 3.35; 5.3.b/.c 


4.12.1 


給油 


lubrication 




4.15 


教示 ペンダント 


teach pendant (portable control 
unit) 




4.11.8.c/.e 


共通 原因 故障 


common cause failure 


3.33 


4.12.3 


共通 モード 故障 


common mode failure 


3.34 


4.12.3 


切 粉 


chip 




53.2.1 


禁止す る 使用 


prohibited usage 




6.5.1.c/.d 










< 








空圧 設備 


pneumatic equipment 




4.4; 4.10 


空間の 限界 


space limit 


3.26.8; 5.2 




訓練 


training 


序文； 3.18; 図 1 


序文； 6 丄 l;6.5.1.d 










け 








携行 式 制御 ュニッ ト （教 
示 ペン ダン ト） 


portable control unit (teach 
pendant) 




4.11.8.c;4.11.9 


m 口 


warning 


附属 書 A 


4.10; 5.2.6A7; 6.2; 6.3; 6.4; 
6.5. l.g; 6.5.2 


警告 文 


written warning 




6.4 


針測 欄 


measurement methods 


5.1.6 




警報 装置 


warning device 




6.3 


減圧 


depressurizing 




4.10 


-き "^iL 
口 


language 




6.4 


健康 障害 


damage to health 


3.5 




言語 （取扱説明書の） 


language (of the instruction 
handbook) 




6.5.2 


減速 . 


reduced speed 




4.11.9 


検知 保護 設備 


sensitive protective equipment 


3.26.5 


5.2.1; 5.2.2.d; 5.2.3.b; 5.2.5 










し 








構造 


construction 




43.a 


工程の 切替え 


process changeover 




4.11.9; 5.2.4; 6 欄 


合理的に 予見 可能な 誤 使 
用 


reasonably foreseeable misuse 


3.23; 5.2; 5.3.C 


5.5.1; 6.1.1; 6.5. l.d 



索 3 

^作 権 法に より 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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B 9700-1 ： 2004 (ISO 12100-1 ： 2003) 索 



Hi 口口 


英語 


第 1 部 条項 


第 2 部 条項 


こん （梱） 包 


packaging 




6.2; 6.5.1; 6.5.3.d 


故障 


failure 


3.28 to 3.32; 3.33; 3.34; 3 画 
4.3; 5.3.b/.c 


4.11.1;4.11.6;4.11.7.1/.2; 
4.12; 5.3.2.3.b; 5.3.2.5 


こすれ Z 擦りむ きの 危険 

源 


friction/abrasion hazard 


4.2.1 




固定 式 ガー ド 


fixed guard 


3.25.1 


5.3.2.2 










さ 








再起動 


restart/restarting 




4.1 1.1; 4.11.4; 4.1 1.6; 5.5.2 


材料 


material 


3.1;4.2.1/.2;4.4; 4.8; 5.3.b 


4.2.1; 4.3.b; 4.14; 5.2.5.1; 
5.3.2,1 ん 6; 5.5.6 


サイレン 


siren 




6.3 


索引 （取扱説明書の） 


index (of the instruction 
handbook) 




6.5.2.f 


作 3 環境 


work environment 


4.4 




作動 部 


working part 


附属 書 A 


4.11.2 


残留 リスク 


residual risk 


3.12; 5.4; 5.5; 図. 1 


■ 










し 








色彩 


colour 




6.4.C; 6.5.2.a/.e 


指示 事項 


instructions 




6.5.1/.2/.3 ' 


湿気 


moisture 




4.12.1; 6.5. Lb 


自動 監視 


automatic monitoring 




4.1 1.6; 4.12.3; 5. 3.2.3A5 


遮断 及び エネルギーの 消 
散 


isolation and energy 
dissipation 




4.11.1; 4.10; 5.2.4; 5.5.4 


重心 


center of gravity 




4.6 


修正 （不具合の） 


rectification (Fault—) 




4.13 


充電 部 （電気 設備の） 


live part (of electrical 
equipment) 


4.3 




重要 構成 品 


critical component 




4.13 


重要な 危険 源 


significant hazard 


3.7; 3.8; 4.1; 4.11 




手動 制御器 （機能） 


manual control (function) 




4.11.8 


寿命 上の 制限 （機械の） 


life limit of a machine 


5.2 




使用 （機械の） 


use (of a machine) 


H; 5.2; 5.3; 多数 あり 




蒸気 Z ガス 


vapour, gas 


4.8 


5.3.2.1; 6.5. l.c 


衝撃 


impact 




4.12.1 


衝撃の 危険 源 


impact hazard 


4.2.1 




使用者 


user 


3.18/.31;5.1.2/.3/.6;5.5； 
図 1 


4.8.1; 4.1 1.7.4; 6.1 /.M 


使用 上の 情報 


information for use 


3.18; 3.21; 5.1.6; 5.4; 


4.1; 5.5.1; 6. 


tei 用 1 生 （機械の） 


usability (of a machine) 


3.4; 5.1.4; 5.5 


5.3.2.1 


冗長系 


redundancy 




4.12.2; 4.12.3 


使用 停止 


de-commissioning 


5. 3. a 


■ 6.1,2; 6. 5. 漏 


照明 


lighting 




4.8.6; 5.2.1 


信号 


signal 


3.21; 4.5 


4.8.1; 5.2.7; 6. 1/.2/.3; 6.5. l.b 


診断 システム 


diagnostic system 




4.11.12 



索 4 



^作 権 法に よ り 無断での ^ 製， 載 等 は- Ik さ れて お り ま す。 



21 

B 9700-1 ： 2004 (ISO 12100-1 ： 2003) 索引 



用 IIP 


英語 


第 1 部 条項 


第 2 部 条項 


振動 


vibration 


3.38;4.6;5.3.b 


■2; 4.3.c; 4.6; 4.8 疆 
4.12.1; 5.2.1; 5.3.2.1; 5.4.3; 
6.5.1/.b/.c 


信頼性 （機械の） 


reliability (of a machine) 


3.2 




信頼性 


reliability 




4.3.c; 4.8; 4.12; 4.13; 
5.2.5.3.a 










す 








ス ト レス （環境に よる） 


stress (environmental — ) 




4.12.1 


ストレス （人の） 


stress (human ― ) 


4.5; 4.9 


4.8.1/.2 


滑りの 危険 源 


slipping hazard 


4.10 


5.5.6 










せ 








制御 


control 


3.1 


5.2.3.f; 5.3.2.5 


制御システム 


control system 


附属 書 A 


4.13; 4.12 


制御装置 


control device 


附属 書 A 


4.1 1.1; 4.1 1.8; 5.2.5.2; 5.5.6 


制限 装置 


limiting device 


3.26.8 


4.3.a; 4.10; 5.2.6; 5.2.7 


制御 モード 


control mode 




4.11.9 


制限 


limit 


3. 14; 4.9; 5.1.3; 5.2 




製作 


construction 


5.3.a 




正常な 運転 


normal operation 


3.35; 4.3 


5.2.1/.2 ん 3 


清掃 


cleaning 


5.3.a 


4.11.9; 5.2.4; 6.1.2 


静電気 


static electricity 




4.12.1 


施錠 式ィ ンタ 一口 ッ ク付 
き ガー ド 


interlocking guard with guard 
locking 


3.25.5 


5.2.2; 5.2.3 


絶縁 不良 


insulation failure 


4.3 


4.12.1 


接近 手段 


access means 


4.10 


5.5.6 


接近 性 


accessibility 




4.2.1; 4.7 


接近の 制限 


restriction of access 




4.11.9 


接近の 防止 


prevention of access 




5.3.2.1 


設計 誤り 


design error 


5.3.b 




設計 (機械の) 


design (of a machine) 


5.1 to 5.4 




設計者 


designer 


序文； 1.； 3.8/.12/.18/.23; H 
5.1.2/.3/.6;5.3; 図 1 


序文； 1.； 5.2.5.1; 6.3; 6.5. l.d 


切 傷の 危険 源 


severing hazard 


4.2.1 




切断/切 傷の 危険 源 


cutting / severing hazard 


4.2.1 




切断 要素 


cutting element 


4.2.2 




設置 （機械の） 


installation (of the machine) 


5.2; 5.3 


4.6; 6.1.2; 6.5.B 


設定 （段取り 等） 


setting 


5.3.a 


4.8.6; 4.10; 4.1 1.9; 4.1 1.10; 
4.15; 5.2.4; 5.3.2.5; 5.5.6; 
6.1.2; 6.5. l.d 


設定 （段取り 等） に 対す 
る 制御 モー ド 


setting (control mode for — ) 




4.11.9 


設定 （段取り 等） の 作業 
位置 


setting point 




4.15 


セ ンサ 


sensor 


3.29; 附属 書 A 


4.1 1.7.2; 4.13 


せん 断の 危険 源 


shearing hazard 


4.2.1; 4.2.2 


4.2.1; 5.2.1; 5.3.2.6 



索 5 

著作権法 により 無断での 複製， 酝載 等は禁 ほ: されて おります。 



22 

B 9700-1 ： 2004 (ISO 12100-1 ： 2003) 索引 



用語 


英語 


第 1 部 条項 

丄 レ1 ド ノ t、 


第 2 部 条厢' 

y\ J ム I I 1 J ノ i、 ク a 


そ 










noise 


3.6; 3.38; 3.39; 4.5 


4.2.2; 4.3. c; 4.4. c; 4.8.4; 5.1; 
5.2.1; 5.2.5.1; 5.3.2.1; 5.4.2; 
6.5. Lc 


速度 


speed 




4.1 1.1; 4.1 1.9; 5.2.7; 6.4.c 


速度 超過 


overspeed 




6.3 


阻止 装置 


impeding device 


3.27 




ソフト ウェア 


software 


3.32; 5.3 


4.11.7.3/.4 


ソフ トウ エア （への ァク 
セス） 


software (access to the — ) 




4.11.7.4 


存在 検知 


presence-sensing 


3.26.5 


5.2.5. 1/.3 










た 








立 上げ 


commissioning 


5.3.a 


6.1.2; 6.5. l.b 


脱出 及び 救出 （人の） 


rescue and escape (of a person) 




5.5.3 


脱出 及び 救助 （人の） 


escape and rescue (of a 
person) 




5.5.3 


端 部 （鋭利な） 


edge (sharp — ) 


4.2.2 


4.2.1; 5.3.2.6 










ち 








調整 式 ガー ド 


adjustable guard 


3.25.3 


5.2.3.c; 5.3.2.4; 図 1 


直接接触 


direct contact 


4.3 




















墜落の 危険 源 


falling hazard 


4.10 




突き刺し Z 突き通しの 危 

険源 


stabbing / puncture hazard 


4.2.1 




つまずき Z つまずきの 危 

険源 


trip / tripping hazard 


4.10 ' 




つり 上げ 設備 


lifting equipment 




6.5. La 


つり 上げ 装置 


lifting gear 




5.5.5 


吊 り 位置 


application point 




6.5.1 ,a 










て 








ティーチ ング （プロ グラ 
ミン グ） 


teaching (programming) 


5.3.a 


4.11.9; 5.2.4; 6.1.2 


停止 


stopping 




4.11.1/.3/.6; 5.2.5.1; 6.5. 1.d 


適切な リスク 低減 


adequate risk reduction 


3.17; 図 2 




適用 範园 


range of application 




6.5. l.c 


電気 設備 


electrical equipment 




4.4; 4.9; 6.4; 6.5. l.c 


電気 的 過 負荷 


electrical overloading 




6.5. l.b 


電気 的 危険 源 


electrical hazard 


3.6; 4.3 




電気 的 危険 源 （の 防止） 


electrical hazard 
( preventing — ) 




4.9 


点検 


inspection 




4.11.10; 4.123; 6.5 A. q 


点検 （点検 頻度） 


inspection (frequency of—) 




6.4.c 


電磁 両立 性 


electromagnetic compatibility 




4.11.11 
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用き 五 


英語 


第 1 部 条項 


第 2 部 条項 


と 








ドア 


door 


3.25 




動作 制限 制御装置 


limited movement control 
device 


3.26.9 


4.11.9 


動力 供給 


power supply 


3.29; 3.30; 5.2; 5.3.b 


4.1 1.1/.2/.5； 4.10; 5.2.4; 
5.5.4; 6.5 丄 b 


動力 制御 要素 


power control element 


3.29; 附属 書 A 




動力 伝達 要素 


power transmission element 


附属 書 A 




突出 部 


protruding part 




4.2.1 


取扱い 


handling 




4.14; 4.7; 4.6; 5.5.5; 6.5.1; 
6.5.3 


取扱説明書 


instruction handbook 


図. 1 


6.2; 6.5 


ト リ ッ プ （機能） 


tripping (function) 


3.26.5 


5.2.5.1 人 3 


ト リ ッ プ Z ト リ ッ プ 装置 


trip / tripping device 




5-2.1 










に 








人間工学 原則 


ergonomic principle 


4.9 


4.8; 4.11.8; 5.2.1 


人間の 挙動 


human behaviour 


3.23;5.3.c 












ね 








熱 


heat 


4.4 


4.12.1; 5.2.1 


熱源 


heat source 


4.4 




熱傷 


scald 


4.4 




熱 的 危険 源 


thermal hazard 


4.4 












の 








能動的 光電 保護 装置 


active opto electronic 
protective device 


3.26.6 


5.2.5.3; 5.3.3 










は 








廃棄 処分 （機械の） 


disposal (of a machine) 


5.3.a 


6.1.2; 6.5.1. b ん f 


爆発性 雰 H 気 


explosive atmosphere 




4.4; 6.4.b 


暴露 （危険 源への 暴^) 


exposure to hazard 


3.9 


4.1 1.12; 5.1 


暴露 （危険 源への 暴露 機 
会の 制限） 


exposure to hazard 
(Limiting — ) 




4.13; 4.14; 4.15 


纏 値 


exposure value 


3.38 




バ リ ァ 


barrier 


3.25; 3.27 




バルブ 


valve 




4.3.a;4.11.4 


搬出 （取 出し） ノ 搬入 （供 
給） 作業 


unloading (removal) / loading 
(feeding) operations 




4.14 


搬入 （供給） ノ 搬出 （取 出 
し） 作業 


loading (feeding) 1 unloading 
(removal) operations 




4.14 










ひ 








比較 ェ ミッション データ 


comparative emission data 


3.39; 5.1.6 




引き込み ノ 捕 そく （捉） 
の 危険 源 


drawing-in / trapping hazard 


4.2.1 


5.2.1 


非常事態 


emergency situation 


3.35; 3.36 


5.5.2; 6.5 丄 g 
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rn 口 口 


英語 


第 1 部 条項 


第 2 部 条項 


保全 要員 


maintenance staff 




4.11.12; 6.5. l.e 


本質的 安全 設計 方策 


inherently safe design measure 


3.18; 3.19; 5.4 


4.； 5.5.1 










ま 








マーキング 


markings 




6.4 


巻き込みの 危険 源 


entanglement hazard 


4.2.1; 4.2.2 












み 








ミュー ティ ング 状態 


muting phase 




5.2.5.2 










む 








無効 化 (保護 装置 を) 


defeating (of a protective 
device) 




4.1 1.1; 4.13; 5.3.1; 5.3.3 


無効 化 報 装置 を) 


defeating (of a warning device) 




6.3 










も 








モード 切替 装置 


mode selector 




4.1 1.10 










や 








やけど 


burn 


4.3； 4.4; 4.7 




















予期し ない z 意図し ない 
起動 


unexpected / unintended 
start-up 


3.6; 3.29 


4.11.1; 5.3.2.5 










り 








リスク 


risk 


3.11; ほか 多数 あり 


多数 あ り 


リスク アセスメント 


risk assessment 


3.8; 3.13; 3.38; 5.1.3 


5.2.1; 5.2.4; 5.5.2 


リスク 低減 


risk reduction 


3.7; 3.15; 3.17; 3.18; 5. 


4.1;4.11.1 


リスクの 評価 


risk evaluation 


3.13; 3.16; 5.3 




リ ス ク 比較 


risk comparison 


5.3.C; 5.5 




リスク 分析 


risk analysis 


3.13; 3.14 




リスク 見積り 


risk estimation 


3.15; 5.3 




両手 操作 制御装置 


two-hand control device 


3.26.4 


4.11.9; 5.2. 3.e 
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JISB 9700-1 ：2004 
' (ISO 12100-1 ： 2003) 

機械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 

第 1 部： 基本 用語， 方法論 

解 説 

この 解説 は， 本体 及び 附属 書に 規定 • 記載した 事柄， 並びに これらに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 
規格の 一部で はない。 

この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集 • 発行す る もので あり， この 解説に 関する 問合せ は， 財団 法 
人 日 本 規格 協会へ お願い します。 

1. 制定 • 改正の 趣旨 この 規格 は， 2003 年 11 月に ISO (国際 標準化 機構) から 発行され た， ISO 12100-1: 

2003， Sarety of machinery — Basic concepts, general principles for design — Part 1 : Basic terminology, methodology 

を 元に 国 際 一致 規格 として 作成し た 機械 類の 安全性 に関する 規格で あ る 。 

なお， ISO で 発行され る 機械 類の 安全性に 関する 規格 を， WTO/TBT 協定の 観点から 早期に 国際規格に 
準拠した 日本工業規格と して 制定す る 必要性に かんがみ， この 規格 を 制定した。 

2. 制定の 経緯 この 規格 は， 社団法人 日本 機械工業 連合会 を 審議 団体と する 原案 作成 委員会 （5. 参照） 
において 作成した 原案に 基づいて 制定 した。 

2.1 全般 機械 類の 安全性に 関する 規格 は， 1992 年に ISO に 設置され た 技術 委員会 ISO/TC199 ( 機械 類 
の 安全性） において 検討が 進められ てきた。 我が国で は， 1992 年に 社団法人 日本 機械工業 連合会 内に 
ISO/TC199 国内 委員会 を 設置し 国際規格 案の 審議に 参画して きた。 この 技術 委員会 は 機械 類の 安全性 規格 
のうち， タイプ A 規格 （基本 安全 規格） 及び タイプ B 規格 （グループ 安全 規格） を 作成す る 委員会で ある。 
この 規格と ともに J1S B 9700-2:2004， 機械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 第 2 部 ： 技術 
原則 は タイプ A 規格に 該当する。 

し の 規格 は， ISO 12100-1 :z003, Safety of machinery ― Basic concepts, general principles for design — Part 1: 
Basic terminology, methodology に 整合した JIS である 力、 この 国際規格の 元にな つた 文書が ISO TR 
12100-1:1992 ( 標準 情報） と して 発行され ている。 この 標準 情報に ついては， 曰 本に おいても TR 6 0008:1999 
と して 発行して いる 力、 これ は 国際 レベルに おいても 標準 情報の 位置づけ である ことから， 日本に おいて 
も 同等の 位置づけ として 1999 年に 発行した。 ただし， これ は 標準 情報で あるので， 正式な 規格と して は， 
国際 レベルに おいても 日本に おいても この 規格が 第 1 版 となる。 

2.2 TR B 0008:1999 (ISO/TR 12100-1:1992) , TRB 0009:1999 (ISO/TR 12100-2) に対する 改訂 内容 こ 

れらの 規格 は， 当初 CEN/TC114/SG が EN 292:1991/TSO TR 12100:1992 の 並行 改定 作業 と して 規格 作成に 
かかわり， 最終的に ISO/TC199 に 作業 移管 を 行い 2003 年 11 月に 並行 規格と してで はなく， ISO として 単 

独 発行され た。 

1992 年の TR から 2003 年の ISO において， その 基本 思想に 変化 はない 力、 安全性に 関する 概念の 完成 
度 を 高め， リスク 低減の 方法論 を 論理的に 明確に 規定し， この 概念に 基づき 技術 原則で は 保護 方策 ごとの 
適用 技術の 見直し を 図り， 力、 つ， 移動 機械 等 も 考慮した 規定と した。 

解 1 
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B 9700-1 ： 2004 (ISO 12100-1 ： 2003) 解説 

なお， JIS B 9700-1:2004 (ISO 12100-1:2003) 及び JIS B 9700-2:2004 (ISO 12100-2:2003) は 互いに 関係 

する 箇所が 多く 存在す るので， 以降， 4.2 まで 主な 改訂 内容に ついては， 両 規格 を 一緒に 記載す る。 

a) 定義す る 用語の 見直し （JIS B 9700-1:2004)。 

- リ スク 低減の 方法論の 明確 化に よ り ， "設計に よる リスク の 低減" を "本質的 安全 設計 方策" とした。 
一 "機械の 安全性" を 削除し， 序文に 移した。 また 審議 途中 ISO/CD 12100-1 に "製造者"， ISO/CD 

12100-1 及び ISO/D1S 12100-1 に "許容 可能な リ スク" を 定義した がその 後 削除した。 
- こ の 規格で 規定す る リスク 低減の 方法論 と ， 概念が 整合 しないと いう ことで" フ ヱール セーフ 条件" 

を 削除した。 

一 ISO/IECGuideSl に 従い， 用語 "安全" の 使用方法 を 見直し， 例えば "安全装置" を "保護 装置" 
にした。 

一 技術の 進歩に 伴う 設備， 装置 を 定義し 用語 を 追加した。 例えば" 検知 保護 設備"， "能動的 光電 保護 
装置"。 

- 使用者 側での 特性 • 特質 を 考慮で きる ように "使用 性 （機械の）" を 追加した。 
一 作業 環境に 関連して ェ ミッション 関係の 用語 を 追加した。 例えば" ェ ミッション 値"， "比較 ェ ミツ 
シ ヨン データ"。 

b) リスク 低減の ための 方法論の 明確 化 （JISB 9700-1:2004)。 

リスク 低減の 方法論 を" 3 ステップ メソッド" として 明確に した。 また， リスク アセスメントと 使 
用 者に よって 講じられる 保護 方策との 関係 を 明確に した。 

c) TR B 0009:1999 に 対し JIS B 9700-2:2004 で 構成 を 見直 し た （JIS 8 9700-2:2004) 。 

TR 8 0009:1999 では 使用 上の 情報の 後に 追加 予防 方策 を 規定して いた 力、 リスク 低減の 方法論の 明 
確 化に ともない， "安全 防護 及び 付加 保護 方策" の 箇条 を 設けて ここに 規定した。 

d) 移動 機械 及 び 人 や 物 を 持ち上げる 機械に 関する 規定 の 追加 （ JIS B 9700-2:2004) 。 

審議 途中 ISO/CD 12100-2 に "移動 性， 物の つり 上げ 及び 人の 持ち上げ に関する 特別 技術 規定" の 項 
目が 提案され た 力、 ISO 12100 は 包括的な 規格で あ り 特定の 機械の ための 項目 は 不適切で あると 判断 
し， 特定の 箇条 を 設けず 該当する 箇条に 適宜 規定した。 

e) 保護 方策 ごとの 技術 原則の 見直し （JISB 9700-2:2004)。 

リスク 低減の 方法論の 明確 化に ともない， 適用すべき 技術 原則に ついて どの 方策に 属する ことが 適 
切 か 見直した。 この結果， 例えば TRB 0009:1999 において 追加 予防策で 規定して いる 保全 性， 安定性， 
不具合 診断 システム を， 内容 も 見直して JISB 9700-2:2004 では "本質的 安全 設計 方策" とした。 

1) 用語 定義で "フェール セーフ 条件" を 削除した 力ま， フュール セーフ 条件の 考え方 を 包含した 方策 を 集 
めて "安全 機能の 故障の 確率の 最小化" を 規定した （JTS 8 9700-2:2004)。 

g) プロ グ ラ マ ブル 電子 制御 システム による 安全 機能 に 関する 規定 を 強化 した （JIS B 9700-2:2004) 。 

3. 審議 中に 問題と なった 事項 

3.1 "どの レベルまで リスク を 低減すべき 力、" について 審議 途中 ISO/CD 12100-1 及び ISO/DIS 12100-1 

で "許容 可能な リスク （tolerable risk)" の 定義が 提案され た。 これ は I.SO/IEC Guide 51 の 用語 及び 定義に 

よる ものであった。 し 力、 し， ある 国から "tolerable risk" の "許容 可能な" という 表現に ついて 受け入れら 
れ ない。 "許容 可能な リスク を 達成す る" から "適切に リスク を 低減す る" という 表現に 変更すべき だとの 
意見が 出された。 これ は 許容 可能な リスクと いう 表現 を 使用す ると， ある 一定の 基準 を 示さなければ なら 
ない という 国情に 配慮した ためで ある。 

解 2 



^作 権 法に より 無断での^^， in 箱^ は^ i.b されて おります。 



29 

B 9700-1 ： 2004 (ISO 12100-1 ： 2003) 解説 

最終的に ISO 12100-1:2003 では "許容 可能な リスク" を 削除し "適切な リスク 低減" を 定義した。 この 
定義に おける "法的 要求 事項" は， 個々 の 機械に 対し， 使用され る 地域， 国な ど を 考慮し， 該当する 要求 
事項の 範囲 を 設計者が 判断す る ことになる。 

また， 本体の 5.5 (リスク 低減 目標の 達成） によって 3 ステップ メソッド を 反復 的に 行い， 適切に リスク 
力ま 低減 し た か ど う か を 判断す る た めの 質問 を 列記 し， 肯定の 答え を 得る こと がで きたと き 適切 に 低減 し た 
と 判断す る ことと した。 

3.2 フェール セーフ 条件 (危険 側 故障の 最小化) について TRB 0008:1999 (ISO/TR 12100-1:1992) 及 
Ro/CD 12100:1998 T "フェール セーフ 条件 (危険 側 故障の 最小化）" を 定義して いたが 削除され た。 

フェール セーフ の 概念 は， 機械の 故障に よって 生じる 危険 源 を 回避す る ことで あり， 重要な 方策で ある 。 
我が国 はこの 概念 を この 規格で 定義して おくべき であると 提案した 力、 3 ステップ メソッドと 整合し ない 
こと， 機械の 故障に 対して JISB 9705-1:2000 (ISO 13849-1:1999) "機械 類の 安全性 制御システムの 安全 
関連 部 一 第 1 部" で 規定した カテゴリ 3， 4 に 含まれて いる， などの 理由で 最終的に 削除され た。 

なお， このような 議論 を 考慮し フ ヱール セーフに 関する 技術 原則 を まとめて 編集し， J1S B 9700-2:2004 
(ISO 12100-2:2003) において "4.12 安全 機能の 故障の 確率の 最小化" を 規定した。 
3.3 製造 物 責任に 対する 配慮 ISO 12100:2003 が 発行され るまでの 間に 製造 物 責任 を 考慮した 議論が あ 
り， 製造 物 責任との かかわり を 回避す る 方向で 用語 及び 定義の， 変更 又は 削除 をした。 
I リスクに 関して "安全な (safe)", "安全性 (safety)" は absolute safety を 意味す るか どうか， 厳密な 意 
味で ゼロ リスクで はない レベル は "安全な"， "安全性" と言える かどう かとい う 議論が あった。 

ISO/lEC Guide 51 に" 安全 及び 形容詞と しての 安全と いう 用語 は 避けるべき である。 特段， 有益な 
情報 を 提供せ ず， 加えて， 安全と いう 用語 は， リスクから 開放され ている， という こと を 確実に する 
ような 印象 を 与え やすい。" と 記述して おり， これに 従い "安全性 （safety), 安全 (safe)" という 用語 
の 使用 を 回避して "保護 （protective)" 等 他の 用語に 置き換えた。 
一 用語 及び 定義で "機械の 安全性" を 削除し， 内容 を 序文に 移した。 

一 用語 及び 定義で 審議 途中 "許容 可能な リスク" を 定義した がその 後 削除した （3.1 参照)。 
― 用語 及び 定義で 審議 途中 ISO/CD 12100-1 で "製造者 （manufacturer)" を 定義した がその 後 削除した。 
また， 定義の 削除に 伴い， 本体の 図 1 において "製造者 (設計者） によって 講じられる 保護 方策" を 
"設計者に よって 講じられる 保護 方策" に 変更した。 

4. 規定 項目の 内容に 関する 解説 
4.1 全般 

a) 規格 体系 "機械 類の 安全性" に 関し， ISO (国際 標準化 機構) と IEC (国際 電気 標準 会議) で 国際 
標準 を 作成して おり， ISO は 機械 系， IEC は 電気 系 を 担当して いる。 ISO, 1EC 両者と も， まえがき 
に 示す 規格 体系に 基づいて 作成して いる。 規格 体系 は 階層 化 構造で あり， JIS B 9700-1:2004 (ISO 
12100-1:2003), JIS B 9700-2:2004 (ISO 12100-2:2003) 及び JIS B 9702:2000 (ISO 14121:1999) "機械 

類の 安全性一 リスク アセスメントの 原則" は タイプ A 規格で ある。 
規格 体系 を 解説 図 1 で 示す。 
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解説 図 1 規格 体系の 階層 化 構造 及び 規格の 例 



b) 3 ステップ メソッド による リスク 低減 プロセスの 規定 この 規格で は， リスク 低減の ための 方法論 を 

明確に 規定した。 すなわち， 3 ステップ メソッド による リスク 低減の "プロセス" を， リスク アセス 
メント とと も に 本体の 図 2 のよう に 明確に 規定した。 技術 原則 等 技術的な 事項 だけで な く "プロセス" 
を 規定して いる ことが 重要で ある。 

こ の 規定に よ り ， 設計者 は この プロセス に 従って リ スク 低減 を し な ければ な ら ない。 
この 規格で は， プロセス 中での 文書 化に ついて 規定して いないが， JIS B 9702:2000 (ISO 14121:1999) 
"機械 類の 安全性 一 リスク アセスメントの 原則" では 文書 化 を 規定して いる。 また， J1S (3 9001:2000 
(ISO 9001:2000) "品質 マネジメント システム 一 要求 事項" において は 文書 化に ついて 規定が ある。 
したがって 実際に は， 適切な 文書 化 を 考慮す る 必要が ある。 

c) 保護 方策 この 規格で は， 用語 及び 定義で 保護 方策の 概念 を 示し， リスク 低減 方策と して 3 ステップ 
メソッド を 規定して いる。 保護 方策の 関連 を 解説 図 2 に 示す。 

参考 我が国に おいて， "保護" と" 防護" の 用語に 意味 を もたせ， 規定 内容に よって 使い分ける とい 
う 考え方 も 散見され るが， この 規格で は 意味 を もたせて いなく， 用語 及び 定義に 規定した 内容 
である ことに 留意 するとよ い。 
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保護 方策 
3.18 



口 又 EiT 有 
による 

3.18 



ステップ 1 

本質的 安全 設計 方策 3.19 



ステップ 2 



安全 防護 3.20 




安全 防護 物 3.24 





ガー ド 3.25 



し 付加 保護 方策 （第 2 部 5.5) 



し 保護 装置 3.26 



ステップ 3 



使用 上の 情報 3.21 



この 規格の 対象外 



使用者に 
よる 
3.18 



注 図 中の 字 は JIS 9700-1:2004 の 箇条 を 示す。 

解説 図 2 

d) 本質的 安全 設計 方策と 追加 保護 方策 等 この 規格で， 追加の 保護 方策 （additional protective measure), 
追加 設備 （additional equipment), 追加 安全 防護 物 （additional safeguards) ， 付加 保護 方策 （complementary 
protective measure) 等の 用語 を 使用して いる 力く 本質的 安全 設計 方策との 関係 を 理解して おく と 該当 
箇条の 理解に 役立つ。 

この 規格で は， 本質的 安全 設計 方策 は 危険 源 を 除去で きる 唯一の 機会で あり， 最も 重要な 方策で あ 
るので， 本質的 安全 設計 方策 以外 は "追加で ある" という とらえ 方で ある。 ステップ 2， ステップ 3 
の 方策， 使用者で 講じられる 方策 は "追加" という とらえ 方で ある。 した 力まって， 例えば， "追加の 保 
護 方策に 安全 防護 や 付加 保護 方策 を 含む" という 表現 （5.4 参照） や， "付加 保護 方策の 中に 追加 設備 
(例えば， 非常 停止 設備） が ある" という 表現 （第 2 部の 5.1 参照） の 場合が ある。 

e) JIS B 9700-1:2004 と J1S B 9700-2:2004 との 関係 第 1 部で は， "用語 及び 定義" で 概念 を 明記し， " リ 
スク 低減の ための 方法論" で リスク 低減の 概念 及び 方法 を 明確に 規定して いる。 また， "機械 類の 設計 
時に 考慮すべき 危険 源" についても 明記して いる。 

第 2 部で は， 第 1 部の 方法論に 対応して "技術 原則" を 規定して いる。 すなわち， 第 1 部で 規定し 
た "3 ステップ メソッ ド" の 各 ステップで 適用すべき 技術 原則 を， 3 ステップの 順序に 対応して 規定し 
ている。 

このように， 第 1 部と 第 2 部で 一つの 規格 を 構成 してお り 両者 を 併せて 使用す る こ と を 意^ してい 

る。 

なお， 単独で も 使う ことができる。 

第 2 部 は 包括的な "技術 原則" を 規定して おり， その 詳細に ついて 引用 規格 を 記して いる。 引用 規 
格 を 参照す る こと を 推奨す る。 
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4.2 訳語に ついて JIS 化の ための 翻訳に おいて， 原文の 意図 を 誤解な く 正し く 伝える こ と を 原則と した。 

原文の 意図 を 正しく 伝える ための 情報と して， 次に 訳語 を 記す。 アルファベット 順に 記す。 
なお， これ 以外の 訳語に ついては， 索引 を 参照の こと。 



非常 停止 機能， 捕 そく （捉） された 人の 
現 II に 発生 してい る 又は 切迫 し た 非常 事 
• れらの 方策 は 人が （操作な どの） 行動 を 



a j complementary protective measure / 付 力 |] 保 力^ 

脱出 方策 や エネルギーの 消散 等 は 重要な 保護 方策で ある 力、 
態 を 回避す る もので あり 事故の 未然 防止と ならず， また， 、 
しないと 有効で ない もので あり， 本質的 安全 設計 方策で もな く， 安全 防護で もない。 このような 保護 
方策 を "complementary protective measure" としてい る （第 2 部の 5.5 参照）。 この 訳語 を "付加 保護 方 
策" どした。 

b) component / 構成 品 component' は 構成 品 と 訳し 7 こ。 component parts は 構成 tt|5 品 
とした。 

c) "defeating" / "無効 化" "defeating" は "無効 化" と 訳した。 我が国で は， "有効 又は 無効の 選択 

が 可能であって， ある 条件 を 満たせば 無効 を 許容す る" という ものが 散見され る 力、 この 規格で は， 
"無効 化 は 許容で きない" という 意味で 使用 している。 

d) "device" / "装置" "device" は "装置" と 訳した。 

e) equipment' Z 設 equipment は 設偶 3 と 訳し/こ。 伢 Jx< ば sensitive protective equipment 
を "検知 保護 設備" とした。 

國 "hazard" / "危険 源" "hazard" は "危険 源" と 訳した。 JIS C 0508-4:1999 (電気. • 電子， プ ログ 
ラマ ブル 電子 安全 関連 系の 機能 安全— 第 4 部： 用語の 定義 及び 略語） の 3.1.2 では "hazard" を "潜在 
危険" と 訳して おり， 一部 訳語が 統一 化されて いない ものが ある。 

g) "identify" / "同定す る" こ の 規格の 4 . 及び JIS B 9702:2000 (ISO 14121:1999) の 附属 書 A に 危険 
源 を 明記して おり， 個別 機械の 設計 時に， これらの 明記して いる 危険 源に ついて identify するとい う 
考え方で あり， "同定す る" と 訳した。 危険 源に 関係し ない 文脈のと き は" 特定す る" "識別す る" な 
どと した。 

h) "initiate" / "制御 開始す る" この 規格で は， 制御システム に関する 規定で 使用され ている 場合が 
多く， "制御 開始す る" と 訳した。 文脈に よって， "起動 開始 指令 を 出す" "開始す る" とした。 

i) oriented failure mode / 非対称 故 モート oriented failure mode は 非対称 故 陴 七ート 

と した。 

j) "required〜" / "要求され る〜" 不具合 （障害)， 故障な どの 定義に おいて "要求され る 機能 required 

functions" のように 使用して いる。 ただし， この 規格で は 要求 事項 requirement を 定義して いない。 
I "safeguarding" "safeguards" / "安全 防護" "安全 防護 物" "safeguarding" は "安全 防護"， 

"safeguards" は "安全 防護 物" と 訳した。 
1) "shall" / "〜しなければ ならない" この 規格で は， "shall" は "〜しなければ ならない" とした。 
m) "should" / "〜するべき である" JISZ8301 (規格 票の 様式） では， "should" は "〜するとよ レ、" 
"〜する ことが 望ましい" と 訳す ことが 推奨され ている。 しかし， この 規格 は 安全性に 関する もので 
あり，"〜 する こと を 強く 望む" と 解釈す る ことが 適切で あると 判断し， 比較的 強い 表現で ある "〜す 
べきで ある" を 採用した。 

I "specify" "specified" "specification" / "明記 (指定) する，， "指定の" "仕様" "specify" は 國 
記 (指定) する，，， "specified" は "指定の"， "specification" は "仕様" と 訳した。 明記 (指定) した 
ものが 仕様 specification になる。 仕様に 明記 （指定） された 事項 を， 例えば "指定の 条件 specified 

解 6 



蕃作権 法に より 無断での W 製， 転載 等 は 禁止され ております。 



33 

B 9700-1 ： 2004 (ISO 12100-1 ： 2003) 解説 

conditions" "指 だの 4 1 段 specified means" としてい る。 
o) "well-tried components" / "十分に 吟味され た 構成 品" JIS B 9705-1:2000 (機械 類の 安全性 一 制御 

システムの 安全 関連 部 一 第 1 部 ： 設計の ための 一般 原則） の 6.2.2.2 の 訳語 を 採用した。 6.2.2.2 に 詳細 
を 規定して いる。 
4.3 規定 項目の 内容 

a) 適用 範囲 （本体の 1.) この 規格で は その 適用 範囲 を 一般に "機械 類， 機械" とし， 対象 者 を 設計者 
としてい る。 "機械 類， 機械" を この 規格の 3.1 で 定義して いる 力 V 具体的に 適用 分野 を 明記して いな 
いので， 定義 だけで 判断す ると 広範囲になる （例えば， 公道 を 走行す る 乗用車 等の 車両 も 定義に あて 
はまる。）。 我が国 及び 各国， 又は 地域に おいて 種々 の 法的 枠組みが あり， この 規格 を 適用す る "機械 
類， 機械" の 範囲に ついては， 法的 枠組み （例えば， EU における 機械 指令） によって 明確になる も 
のと 理解 すれば よい。 

b) 引用 規格 （本体の 2.) 原 国際規格 では， 1 件 （ISO 12100-2:2003， Safety of machinery -Basic concept, 
general principles for design — Part 2: Technical principles) にり を 2. (弓 1 用 規格) に f 己 載し， Bibliography 

(参考文献） に 11 規格 記載して いる。 Bibliography (参考文献) に は， 発行 年 及び 該当 条項 を 明記し 
て 引用して いる 規格 も記械 してお り， また， 発行 年 を 付記す るか 否かの 判断 は JISZ 8301 (規格 票の 
様式） の 規定と 同じで ある。 したがって， Bibliography (参考文献） に 記載の 規格 は， J1SZ8301 に規 
定 する "引用 規格" であると 判断し， これら を この 規格の "2. 引用 規格" に 記載した。 

c) 関連 危険 源 （本体の 3.7) 及び 重要な 危険 源 （本体の 3.8) リスク アセスメントで， 機械に よって 引 
き 起こされる 可能性の ある 種々 の 危険 源 を 同定し なければ ならない。 このと き 同定され る 危険 源が" 関 
連 危険 源" である。 言い換えれば， 関連 危険 源 を 漏れな く 洗い出さなければ ならない。 このと き 漏れ 
が ある， 又は 設計者が" 危険 源ではないだろう， 危険 源に はならない だろう" と 判断して 危険 源と し 
て 取り上げな いとき， その後の リスク 見積り 及び リスクの 評価の 対象と ならず， そのために 危害が 発 
生す る 場合が あるので， 関連 危険 源の 同定 は 非常に 重要で ある （本体の 5.3 参照)。 

関連 危険 源のう ち， リスクの 評価の 結果， 設計者に よる リスクの 除去 や リスクの 低減 を 必要と する 
危険 源が" 重要な 危険 源" である。 



関連 危険 源 






重要な 危険 源 



d) 適切な リスク 低減 （本体の 3. 口） この 用語 及び 定義 を 採用す るまでに 議論が あった。 この 解説の 3.1 
を 参照の こと。 

e) 安全 防護 物 （本体の 3.24) この 規格で は 概念 を 明確に する ため， "安全 防護 物" を "ガード 又は 保護 
装置" と 定義した。 また， "ガード" "保護 装置" を 定義した。 従来 "安全 防護 物" "ガード" "保護 装 
置" の 関係 を 国際的に 統一して 明記した 規格が なく， これらの 用語 を 使って いる 法規 等で ばらつきが 
ある。 今回, この 規格で 保護 方策 を 明確に し "安全 防護 物" を 明確に した [この 解説の 4.1c) 参照]。 

f) 保護 装置 （本体の 3.26) "安全な safe" "安全性 safety" の 用語の 使用 を やめ， TRB 0008: 1999 で "安 
全 装置" としてい たもの を "保護 装置" とした [この 解説の 3.c) 参照]。 

保護 装置 を "ガー ド 以外の 安全 防護 物" と 定義し， "ガー ド 以外の" の 記述に よ り 広範囲な もの を 対 
象と している。 この 規格で は "保護 装置の 例" を 3.26.1 から 3.26.9 に 規定して いる。 

解 7 
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g) リスク 低減の ための 方法論 一般 規定 （本体の 5.1) 

一 本体の 5 丄 3 "機械の 制限 及び "意図す る 使用" を 明記 （指定） する" は， 明記して 仕様に する こ 
と （本体 5.2 参照） を 意味す る。 仕様と して 明記され た 事項 を， この 規格で は "指定の〜" と 表現 
している ので [この 解説の 4.2 n) 参照]， このような 関係 を 理解で きる ように "〜を 明記 （指定） 
する" の 表現と した。 

一 本体の 5.1.4 リスク 低減 プロセス を 実行す る 際の "優先順位" を 規定して いる。 "安全性" を最優 
先にす る こと， "機械の 製造， 運転 及び 分解の コスト" は 最も 優先順位 力 《低い こと， を 明記して おり 
留意す る 必要が ある。 

一 本体の 5 丄 5 保護 方策が 機械の 使いやす さ を 損なって いるた め， 保:: 方策 を 無効に したり バイパス 
してし まう こと を 防止す るた めの 規定で ある。 この 規格の 第 2 部で も， 無効に 関する 事項 を 規定し 
ている。 保護 方策が 機械の 使いやす さ を 損なわな いように （無効 化 を 防止す るよう に） 設計す る こ 
とが 重要で ある。 

h) 機械の 制限に 関する 仕様 （本体の 5.2) "〜機械の 制限に 関する 仕様から 開始され る" の 規定 は， "機 
械の 制限に 関する 事項 を 明記 （指定） し， 仕様に する ことから 開始され る" を 意味す る [g) 参照]。 

i) 保護 方策に よる 危険 源の 除去 又は リスクの 低減 （本体の 5.4) 使用 上の 情報に 関して "本質的 安全 設 
計 方策， 安全 防護 又は 付加 保護 方策 を 適切に 適用す る ところ を， 使用 上の 情報で 代替して はならない" 
と 規定して いる。 この 規格の 図 1 (設計者の 観点に よる リスク 低減 プロセス） の 注 1 で， "使用 上の 情 
報で 提供した 保護 方策 は， 使用者に よって 実施され たと き だけ 有効で ある"， と 記載して いるよう に， 
使用 上の 情報の 有効性 は 使用者に よって 左右され る。 

j) リスク 低減 目標の 達成 （本体の 5.5) この 規格の 5. (リスク 低減の ための 方法論） は 方法論 を 主体に 
してお り， 個々 の^ 械の リスク 低減 目標 を 具体的に 規定す る もので はない。 したがって， 5.5 に 規定す 
る 質問 は， 適切な リスク 低減が 達成した かどう か を 判断す るた めに 必要な 質問の "一部分" を 示して 
いると 理解す ると よい。 また J1S B 9702:2000 の 8 J に 同様の 質問が あ り こ の 規格の 質問 と 異なる 質問 
も 記載して いるが 矛盾で はない。 

個々 の 製品に ついて， 設計者 は 関係す る JIS， ISO 規格， IEC 規格， 各国 法規 等， 顧客 要求 事項 等 
により リスク 低減 目標 を 明確に し， 3 ステップ メソッド を 実施して "意図した リスク 低減 は 達成した 
カゝ" を 判断す る ことになると 考えられる。 

k) 図 1 設計者の 観点に よる リスク 低減 プロセス （本体の 図 1) この 図に おいて， 右側に リスクの 大き 
さ を 示して いる 力、 これ は 概念 を 示した もので あり， 図が リスク 低減の 割合 を 示した もので はない こ 
とに 留意の こと。 

"使用者に よって 講じ られる 保護 方策" は こ の 規格の 範囲 外で ある。 
1) 図 2 3 ステップ メソッド による 反復 的 リスク 低減 プロセス 説明 図 （本体の 図 2) この 図 は 本体の 5. 

(リスク 低減の ための 方法論） を フローチャートで 説明した ものである。 設計者 はこの フロー チヤ一 
卜に 従い リスク 低減 をし なければ ならない。 
なお， この 解説の 4.1b) 参照の こと。 
m) 附属 書 A (参考） 機械の 構成 図 この 規格 及び JISB 9700-2:2004 は， この 構成 図に^ す 機械 を 想定し 

ている。 この 規格の 規定 内容 は， この 構成 図に 対応して いる。 したがって， 規定 内容と この 構成 図 を 
対比す る ことにより， 規定 内容の 理解 を 深め る こと がで きる。 
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5. 原案 作成 委員会の 構成 表 原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 



(委員長) 
(委員） 



(事務局) 



JIS B 9700-1 原案 作成 委員会 及び 作業部会 構成 表 

所属 

明治 大学 

丸 山弘志 工学 研究 事務所 
経済 産業 省 
厚生 労働省 

独立 行政法 人 産業 安全 研究所 
日本 大学 
北 九州 市立 大学 
長 岡 技術 科学 大学 
社団法人 産業 安全 技術 協会 
中央労働 災害 防止 協会 
武蔵野 大学 ' 
社団法人 日本 建設機械 化 協会 
社団法人 日 本 工作機械 工業 会 
社団法人 日本 ロボ ッ ト 工業 会 
社団法人 日 本 縫製 機械工業 会 
T-RAST 研究所 
石 川 島播磨 重工業 株式会社 
株式会社 荏 原 製作所 
オムロン 株式会社 
株式会社 神 戸 製鋼所 
株式会社 小 松 製作所 （元） 
株式会社 小 松 製作所 
SUNX 株式会社 
住友 重 機械工業 株式会社 
株式会社 ダイ フク 

テュ フライ ン ランド ジャパン 株式会社 
菱栄ェ 機 株式会社 
トヨタ 自動車 株式会社 

パナソ ニック ファタ ト リー ソ リュー シ ヨン ズ 株式会社 
ビューロー ベリ 夕ス 
株式会社 日立 製作所 
株式会社 牧野 フライス 製作所 
三菱 重工業 株式会社 
三菱 電機 株式会社 
社団法人 日 本 機械工業 連合会 
社団法人 日本 機械工業 連合会 
社団法人 日 本 機械工業 連合会 
社団法人 日 本 機械工業 連合会 



男 志 男 章 康夫旭 一 供 一 介 正 彦治男 彦明彦 襄彦崇 郎浩夫 平 広 登 雄 治 一 悟美 一 男 一 司 実 一 

名政弘 明敏 博尭 弘 邦壮洋 正 公明 良嘉文 勝 賢 栄光 操吉 光健 洋 裕慜 武裕靖 浩 

殿 山 永 中 田 保 本 原 口川 嶋辺林 藤 村 前 田 池 竹 坂 井沼 木 原 田 沢 川原 上 林 藤 木 泉 堀 田 田 崎 

向 丸 岩 田 池 大杉蓬 川 条中渡 小 佐 野 橘 松 坂 川 大大荒 平 鈴 竹 杉 古 宮杉井 小 伊 鈴 今 新 舞岩宮 
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JISB 9700-1 原案 作成 作業部会 構成 表 



所厲 

明治 大学 

丸 山弘志 工学 硏究 事務所 

日本 大学 

北 九州 市立 大学 

長 岡 技術 科学 大学 

社団法人 産業 安全 技術 協会 

中央労働 災害 防止 協会 

武蔵野 大学 

社団法人 日本 工作機械 工業 会 
社団法人 日本 ロボ ッ ト 工業 会 
社団法人 日 本 縫製 機械工業 会 
石 川 島播磨 重工業 株式会社 
株式会社 小 松 製作所 （元） 
住友 重 機械工業 株式会社 
株式会社 ダイ フ ク 
菱栄ェ 機 株式会社 
トヨタ 自動車 株式会社 
ビューロー ベリ タス 
三菱 重工業 株式会社 
株式会社 明電舎 

社団法人 日 本 機械工業 連合会 - 
社団法人 日 本 機械工業 連合会 

(文責 宮崎 浩一) 



(委員長) 



(事務局) 



男 志 夫 旭 一 供 一 介 彦治男 明崇夫 平 登 雄 一一 一実 一 

名 政弘尭 弘邦 壮洋正 公明 嘉 光 操 光. 洋憋健 浩 

殿 山 保 本 原 口川 嶋林藤 村 前 坂 木 原 沢 川上 木 田 田 崎 

向 丸大杉 蓬川条 中小 佐 野 松 大鈴竹 古 宮井鈴 羽岩宮 
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絡く ださい。 

规格 票の 正誤^が 発行され た 場合 は， 次の 要領で ご 案内いた します。 

(1) 当 協会 発行の 月 トリ,^" S 準 化 ジャーナル" に， 正 ■ ぁ3 の 内容 を^ 械 いたします。 

(2) 原則 t して 毎月 第 3 火 通 曰に, "日経 産莱 新聞" 及び "日刊 工業 新 M" の JIS 発行の 広告 棚 
で， it^a: が 発行され た JIS 規格-港 ゆ 及び 規恪 の名杼 をお 知らせいた します。 

なお， 当 協会の JIS 予約 音の 方に は， 予約され ている 部門で 正^お が 発行され た^ 合 * 自動 

的に お送りい たします。 

★JIS 規格] S の ご注文 は， お 及，， 部 カス タマ 一サービス J [TEL(03)3583-8002 PAX(03)3 583-0462] 
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